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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含んでいません。 

２ 第53期、第54期中及び第54期の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式は存在しますが中

間(当期)純損失であるため記載していません。 

  

回次 第53期中 第54期中 第55期中 第53期 第54期 

会計期間 

自 平成16年 
  ３月１日 
至 平成16年 
  ８月31日 

自 平成17年
  ３月１日 
至 平成17年 
  ８月31日 

自 平成18年
  ３月１日 
至 平成18年 
  ８月31日 

自 平成16年 
  ３月１日 
至 平成17年 
  ２月28日 

自 平成17年
  ３月１日 
至 平成18年 
  ２月28日 

売上高 (百万円) 175,706 163,216 161,379 345,528 323,313

経常損益 (百万円) 2,101 1,480 2,082 2,232 △1,141

中間(当期)純損益 (百万円) 1,258 △1,040 1,747 △21,089 △9,631

純資産額 (百万円) 71,894 47,002 39,902 48,902 38,178

総資産額 (百万円) 163,235 140,577 124,541 140,633 130,346

１株当たり純資産額 (円) 580.68 379.61 321.76 395.00 307.99

１株当たり中間 
(当期)純損益 

(円) 10.19 △8.40 14.09 △170.58 △77.79

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 10.12 ― 14.06 ― ―

自己資本比率 (％) 44.04 33.44 32.04 34.77 29.30

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 3,860 2,108 6,905 3,851 327

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 2,305 △4,271 3,717 9,056 △3,489

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △3,014 △2,338 △13,063 △6,684 1,787

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(百万円) 10,170 8,742 9,429 13,243 11,869

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(人) 
4,334 
(11,110)

4,050
(10,208)

3,971
(10,040)

4,204 
(10,897)

3,959
(10,362)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含んでいません。 

２ 第53期、第54期中及び第54期の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式は存在しますが中

間(当期)純損失であるため記載していません。 

  

回次 第53期中 第54期中 第55期中 第53期 第54期 

会計期間 

自 平成16年 
  ３月１日 
至 平成16年 
  ８月31日 

自 平成17年
  ３月１日 
至 平成17年 
  ８月31日 

自 平成18年
  ３月１日 
至 平成18年 
  ８月31日 

自 平成16年 
  ３月１日 
至 平成17年 
  ２月28日 

自 平成17年
  ３月１日 
至 平成18年 
  ２月28日 

売上高 (百万円) 160,539 151,076 151,727 316,647 301,620

経常損益 (百万円) 2,121 1,200 1,967 2,328 △1,842

中間(当期)純損益 (百万円) 2,566 △988 1,863 △21,949 △10,234

資本金 (百万円) 37,549 37,549 37,549 37,549 37,549

発行済株式総数 (株) 128,894,833 128,894,833 128,894,833 128,894,833 128,894,833

純資産額 (百万円) 79,367 52,349 44,721 54,208 42,831

総資産額 (百万円) 162,136 139,115 123,222 137,220 127,176

１株当たり純資産額 (円) 641.04 422.80 360.62 437.86 345.53

１株当たり中間 
(当期)純損益 

(円) 20.78 △7.98 15.03 △177.53 △82.66

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 20.65 ― 14.99 ― ―

１株当たり配当額 (円) 6.00 ― ― 12.00 ―

自己資本比率 (％) 48.95 37.63 36.29 39.50 33.68

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(人) 
3,551 
(9,280)

3,408
(9,014)

3,345
(8,832)

3,464 
(9,258)

3,355
(9,120)



２ 【事業の内容】 

当企業集団は、当社及び当社の関係会社(当社、連結子会社６社、持分法適用関連会社１社)により構成され、小売

及び小売周辺業務を主な内容とし、さらに不動産事業等の事業活動を展開しています。 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要な変更はあ

りません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、その他の事業の中でスポーツ機器の販売を営む㈱メッカ(連結子会社)及び小売事業

の中でスーパーマーケットを営む㈱東武ストア(持分法適用関連会社)は、所有株式の売却により、関係会社に該当し

なくなりました。 

また、「重要な後発事象」に記載のとおり平成18年10月６日付で親会社の異動があります。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年８月31日現在 

(注) 従業員数は就業人員です。また( )内はパートタイマー及びアルバイトの期中平均人員(１日８時間換算)であり、外数で記

載しています。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年８月31日現在 

(注) 従業員数は就業人員です。また( )内はパートタイマー及びアルバイトの期中平均人員(１日８時間換算)であり、外数で記

載しています。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  

事業部門の名称 従業員数(人)

小売事業 3,907 ( 9,918) 

不動産事業 24 (  22) 

その他の事業 40 ( 100) 

合計 3,971 (10,040) 

従業員数(人) 3,345 (8,832) 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、原油価格の高騰や米国景気の不透明要因等、景気に対する懸念材料

は残るものの、企業業績の改善を背景とした設備投資の増加に加え、雇用環境の改善や個人消費の回復により緩や

かな回復基調にありました。 

小売業界では、依然として業種・業態を超えた競合の激化並びに価格競争の激化、天候不順により季節商品を中

心に販売が低迷する等、厳しい経営環境が続いています。 

このような状況のなかで当社は、新社長による新体制のもと新たな経営理念を掲げ、自社仕入体制への変更をは

じめ、新組織体制、執行役員制度を導入するとともに、各営業施策に積極的に取組んでまいりました。 

これらの結果、当中間連結会計期間末の連結営業収益は1,645億66百万円(前年同期比1.1％減)、連結経常利益は

販売費及び一般管理費の削減に努め、20億82百万円(前年同期比40.7％増)となり、特別利益として投資有価証券売

却益等13億54百万円、特別損失として店舗閉鎖費用、減損損失等15億40百万円を計上した結果、連結中間純利益は

17億47百万円(前年同期は連結中間純損失10億40百万円)となりました。 

  

事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

① 小売事業 

小売事業につきましては、新たな経営理念のもと、お客様との密接な信頼関係を築き、地域社会のライフライ

ンとしての社会的使命を果たすことを目指し、「年度計画」の達成に向け「営業力の強化」、「ローコスト体質

への転換」、「経営執行力の強化」を強力に推進いたしました。 

商品施策面につきましては、本年３月からの自社仕入体制への変更、商品カテゴリーの見直しを行うととも

に、地場商品の導入等を積極的に行いお客様のニーズに基づいた商品の販売体制づくりを進めました。 

お客様から支持され当社が自信を持ってお薦めする「自慢の一品」や話題性・季節性・新商品などでお客様に

お薦めする「店長の太鼓判」などを積極的に販売するとともに、従来からの品質やおいしさにこだわった開発商

品「FOODeX(フーデックス)」、環境や快適さにこだわった「HOMEeX(ホーメックス)」に加え、緑茶飲料や牛乳な

ど、価格にこだわった商品の開発も進め、商品競争力と、収益力の向上を図ってまいりました。 

販売施策面につきましては、お客様の来店頻度に合わせた、週３回の売場の変更を行うとともに、一部のチラ

シパターンの変更を行う等、集客効果を高めるために販売促進施策の見直しを実施いたしました。 

環境、社会貢献活動につきましては、環境管理システムの国際規格である「ISO14001」の認証取得のため、平

成12年11月に制定した「環境指針」を新たに「マルエツ環境方針」として制定し、その結果、平成18年９月27日

に認証取得いたしました。今回の認証を通じて、さらに地域や社会に根ざした環境保全活動を進めます。 

また、お買物袋持参運動や盲導犬の育成、普及のための募金活動を継続実施し、地域のお客様にご協力をいた

だいています。 



店舗につきましては、立川若葉町店(東京都)、高輪店(東京都)、川口キュポラ店(埼玉県)の３店舗を新設いた

しました。 

また、経営資源の効率化を図るため、小室店(千葉県)等10店舗の閉鎖を行った結果、当中間連結会計期間末の

店舗数は194店舗となりました。 

連結子会社では、サンデーマート株式会社は、西糀谷店(東京都)の新設、青戸店(東京都)の閉鎖、株式会社ポ

ロロッカは、早稲田店(東京都)の新設、保木間店(東京都)の閉鎖を行い、当中間連結会計期間末の小売店舗数

は、241店舗となりました。 

これらの結果、小売事業の当中間連結会計期間末のセグメント間の取引消去前の営業収益は1,628億４百万円、

営業利益23億34百万円となりました。 

  

② 不動産事業 

株式会社マルエツ開発におきましては、ショッピングモールとして「川口キュポラ」をオープンするととも

に、不動産賃貸事業の管理運営力の強化に努めた結果、不動産事業の当中間連結会計期間末のセグメント間消去

前の営業収益は19億67百万円、営業損失16百万円となりました。 

  

③ その他の事業 

商品開発を担当している株式会社クローバ商事は、商品の開発を継続実施し、また、その他の事業につきまし

ては、事業の選択と集中を図ってまいりました。 

一方、スポーツ機器の販売を担当していた株式会社メッカについては、平成18年３月１日付けで株式譲渡を行

ったため連結の範囲から除外した結果、当中間連結会計期間末のセグメント間の取引消去前の営業収益は４億75

百万円、営業利益10百万円となりました。 

  

なお、前連結会計年度から事業の種類別セグメントの業績を記載しており、前中間連結会計期間は、事業の種類

別セグメントを開示していないため、前年同期比較は行っておりません。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」)は、前連結会計年度に比べ24億40百万円減少

し、当中間連結会計期間末の資金残高は94億29百万円となりました。 

「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、税金等調整前中間純利益18億96百万円に減価償却費12億73百万円、

たな卸資産の減少７億98百万円、仕入債務の増加38億40百万円と投資有価証券売却益９億73百万円等により69億５

百万円の資金増加となりました。 

この結果、営業活動全体として前中間連結会計期間末と比べて収入が47億96百万円(前年同期比227.5％増)の増加

となりました。 

「投資活動によるキャッシュ・フロー」は、主に、投資有価証券の売却による収入32億62百万円、連結範囲の変

更を伴う子会社株式の売却による収入20百万円と有形固定資産の取得による支出10億78百万円等により、37億17百

万円の資金増加となりました。 

この結果、投資活動全体として前中間連結会計期間末と比べて収入が79億88百万円(前年同期は42億71百万円の資

金減少)の増加となりました。 

「財務活動によるキャッシュ・フロー」は、主にコマーシャルペーパーの減少額80億円、長期借入金の返済によ

る支出64億14百万円等により130億63百万円の資金減少となりました。 

この結果、財務活動全体として前中間連結会計期間末と比べて支出が107億24百万円(前年同期比458.7％増)の増

加となりました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次の通りです。 
  

(注) １ セグメント間の取引については相殺消去しています。 

２ 上記金額には消費税等は含んでいません。 

３ 前連結会計年度から事業の種類別セグメントの業績を記載しており、前中間連結会計期間は事業の種類別セグメントを開

示していないため、前年同期比較は行っていません。 

  

(2) 仕入実績 

当中間連結会計期間における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次の通りです。 
  

(注) １ セグメント間の取引については相殺消去しています。 

２ 上記金額には消費税等は含んでいません。 

３ 前連結会計年度から事業の種類別セグメントの業績を記載しており、前中間連結会計期間は事業の種類別セグメントを開

示していないため、前年同期比較は行っていません。 

４ 当社グループは、平成18年３月より、商品供給の体制を株式会社ダイエーからの仕入の一部を除き、自社仕入体制に変更

いたしました。 

  

事業の種類別セグメントの名称 

当中間連結会計期間
(平成18年３月１日～平成18年８月31日) 

金額(百万円) 前年同期比(％)

小売事業 162,716 ―

不動産事業 1,600 ―

その他の事業 249 ―

合計 164,566 98.9

事業の種類別セグメントの名称 

当中間連結会計期間
(平成18年３月１日～平成18年８月31日) 

金額(百万円) 前年同期比(％)

小売事業 116,520 ―

不動産事業 ― ―

その他の事業 232 ―

合計 116,753 98.2



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が対処すべき課題について、重要な変更は

ありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

株式会社ダイエーとの商品取引等に関する基本契約書の締結 

当社グループは、平成18年３月より、地域に密着した品揃えと販促、多様化したニーズに対応するスピーディな売

場変更の実現と、機動的な商品調達の実現のため、商品供給の体制を株式会社ダイエーからの仕入の一部を除き、自

社仕入体制に変更いたしました。 

仕入体制の変更に伴い、従前まで締結しておりました商品の共同仕入契約を合意解約し、新たに平成18年７月25日

に商品取引等に関する基本契約書を締結いたしました。 

商品取引等に関する基本契約書の内容は次のとおりであります。 

契約期限     平成19年２月末日 

負担金及び支払先 当社が仕入れた商品の仕入金額に対し一定率を株式会社ダイエーに支払います。 

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備計画の変更 

提出会社及び連結子会社において、前連結会計年度末に計画した新設店舗は10店舗及び１物件でありましたが、

出店計画を見直した結果、当中間連結会計期間に完了したものが５店舗及び１物件(提出会社３店舗、連結子会社２

店舗及び１物件)、当連結会計年度末までに新設するものが３店舗(提出会社１店舗、連結子会社２店舗)、合計８店

舗及び１物件となりました。 

  

(2) 重要な設備計画の完了 

前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものは、次のとおりです。 

平成18年８月31日現在 

(注) １ 帳簿価額のうち、「その他」は器具備品等であり、建設仮勘定は含んでいません。なお、金額には、消費税等は含んでい

ません。 

２ 従業員数の( )内はパートタイマー及びアルバイトの期中平均人員(１日８時間換算)であり、外数で記載しています。 

  

会社名 
事業所名 
(所在地) 

設備の内容 
(事業の種類別 
セグメント) 

帳簿価額(百万円)

完了年月 
従業
員数 
(人) 土地

(面積㎡)
建物及び
構築物 

その他 合計

提出会社 

立川若葉町 
(東京都立川市) 

新設店舗 
(小売事業) 

― 220 38 258 
平成18年 
３月 

19
(70)

高輪店 
(東京都港区) 

新設店舗 
(小売事業) 

― 104 15 120 
平成18年 
３月 

14
(36)

川口キュポラ店
(埼玉県川口市) 

新設店舗 
(小売事業) 

― 214 23 237 
平成18年 
４月 

20
(51)

サンデーマート㈱ 
西糀谷店 
(東京都大田区) 

新設店舗 
(小売事業) 

― 61 22 84 
平成18年 
３月 

19
(22)

㈱ポロロッカ 
早稲田店 
(東京都新宿区) 

新設店舗 
(小売事業) 

― 38 2 40 
平成18年 
３月 

3
(15)

㈱マルエツ開発 
川口キュポラ 
(埼玉県川口市) 

商業施設 
(不動産事業) 

― 141 ― 141 
平成18年 
４月 

2
(―)



(3) 重要な設備の新設等 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等は、次のとおりです。 

  

(注) 上記金額には、消費税等は含んでいません。 

  

(4) 重要な設備の除却等 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等は、次のとおりです。 

  

(注) １ 上記金額には、消費税等は含んでいません。 

２ ㈱ポロロッカの帳簿価額は、当該会社のものを記載しています。 

  

会社名 名称 所在地 
事業の種類別 
セグメントの 
名称 

設備の
内容 

投資予定額
資金調達
方法 

着手及び 
完了予定年月 売場面積

(㎡) 総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

着手 完了 

提出会社 清澄白河店 東京都 
江東区 小売事業 新設店舗 548 115

自己資金
及び借入金

平成13年 
10月 

平成18年 
９月 1,494

サンデーマート㈱ 四葉店 東京都 
板橋区 小売事業 新設店舗 232 30

自己資金
及び借入金

平成17年 
９月 

平成18年 
９月 568

㈱ポロロッカ 三田店 東京都 
港区 小売事業 新設店舗 116 ―

自己資金
及び借入金

平成18年
10月 

平成18年 
12月 344

会社名 名称 所在地 
事業の
種類別 
セグメント 

設備の
内容 

帳簿価額
(百万円) 

除却等の 
予定年月 

売場面積
(㎡) 

提出会社 

ゲートシティ 
大崎店 

東京都品川区 小売事業 店舗 7
平成18年 
９月 

783

長浦店 千葉県袖ヶ浦市 小売事業 店舗 4
平成18年 
９月 

967

桜新町店 東京都世田谷区 小売事業 店舗 15
平成18年 
10月 

999

自治医大店 栃木県下野市 小売事業 店舗 7
平成18年 
10月 

1,614

㈱ポロロッカ 浦和西堀店 
埼玉県さいたま市桜
区 

小売事業 店舗 3
平成18年 
10月 

495



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 208,009,000

計 208,009,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年８月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年11月29日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 128,894,833 128,894,833
東京証券取引所
(市場第一部) 

株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式 

計 128,894,833 128,894,833 ― ― 



(2) 【新株予約権等の状況】 

当社は、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行しています。 

  

(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 

２ 新株予約権発行後、時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調整

し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。 

尚、算式中の既発行株式数には当社が保有する自己株式を含みません。 

  

株主総会の特別決議日(平成14年５月23日)

  
中間会計期間末現在
(平成18年８月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年10月31日) 

新株予約権の数(個) 3,775(注)１ 3,408(注)１ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 3,775,000 3,408,000 

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり515(注)２ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成16年５月24日から
平成19年５月23日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格               515
資本組入額             258 

同左 

新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の割当てを受
けた者は、権利行使時に
おいても、当社又は当社
の子会社の取締役もしく
は従業員の地位にあるこ
とを要す。 

  但し、任期満了による退
任、定年退職の場合はこ
の限りではない。 

② 対象者が平成16年５月24
日以降に死亡した場合
は、その相続人が新株予
約権を行使できるものと
する。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには取
締役会の承認を要するものと
する。 

同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

      
既発行株式数＋

新規発行(処分)株式数×１株当たり払込金額 

調整後払込金額 ＝調整前払込金額 ×
１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行(処分)株式数 



  

(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 

２ 新株予約権発行後、時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調整

し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。 

尚、算式中の既発行株式数には当社が保有する自己株式を含みません。 

  

株主総会の特別決議日(平成15年５月22日)

  
中間会計期間末現在
(平成18年８月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年10月31日) 

新株予約権の数(個) 582(注)１ 514(注)１ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 582,000 514,000 

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり529(注)２ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年５月23日から
平成19年５月23日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格               529
資本組入額             265 

同左 

新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の割当てを受
けた者は、権利行使時に
おいても、当社又は当社
の子会社の取締役もしく
は従業員の地位にあるこ
とを要す。 

  但し、任期満了による退
任、定年退職の場合はこ
の限りではない。 

② 対象者が平成17年５月23
日以降に死亡した場合
は、その相続人が新株予
約権を行使できるものと
する。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには取
締役会の承認を要するものと
する。 

同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

  

調整後払込金額＝調整前払込金額× 

既発行株式数＋
新規発行(処分)株式数×１株当たり払込金額 

１株当たり時価 

既発行株式数＋新規発行(処分)株式数 



  

(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 

２ 新株予約権発行後、時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調整

し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。 

尚、算式中の既発行株式数には当社が保有する自己株式を含みません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

株主総会の特別決議日(平成15年５月22日)

  
中間会計期間末現在
(平成18年８月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年10月31日) 

新株予約権の数(個) 327(注)１ 298(注)１ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 327,000 298,000 

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり567(注)２ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年５月23日から
平成19年５月23日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格               567
資本組入額             284 

同左 

新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の割当てを受
けた者は、権利行使時に
おいても、当社又は当社
の子会社の取締役もしく
は従業員の地位にあるこ
とを要す。 

  但し、任期満了による退
任、定年退職の場合はこ
の限りではない。 

② 対象者が平成17年５月23
日以降に死亡した場合
は、その相続人が新株予
約権を行使できるものと
する。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには取
締役会の承認を要するものと
する。 

同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

  

調整後払込金額＝調整前払込金額× 

既発行株式数＋
新規発行(処分)株式数×１株当たり払込金額 

１株当たり時価 

既発行株式数＋新規発行(処分)株式数 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成18年８月31日 ― 128,894 ― 37,549 ― 9,776



(4) 【大株主の状況】 

平成18年８月31日現在 

(注) 日本マスタートラスト信託銀行株式会社、資産管理サービス信託銀行株式会社及び日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社の所有株式数は、信託業務に係るものです。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

株式会社ダイエー 
兵庫県神戸市中央区港島中町４丁目
１番１号 

46,423 36.02

丸紅フーズインベストメント 
株式会社 

東京都千代田区大手町１丁目４番２号 37,113 28.79

株式会社マルエツ 東京都豊島区東池袋５丁目51番12号 4,883 3.79

モルガン・スタンレー・アン
ド・カンパニー・インターナシ
ョナル・リミテッド 
(常任代理人 モルガン・スタ
ンレー証券会社) 

25 CABOT SQUARE, CANARY WHARF, 
LONDON E144QA ENGLAND 
  
(東京都渋谷区恵比寿４丁目20番３号 
恵比寿ガーデンプレイスタワー) 

1,880 1.46

日本マスタートラスト 
信託銀行株式会社 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 1,660 1.29

マルエツ従業員持株会 東京都豊島区東池袋５丁目51番12号 1,553 1.20

株式会社みずほコーポレート 
銀行 

東京都千代田区丸の内１丁目３番３号 1,505 1.17

バンク オブ ニューヨーク 
ジーシーエム クライアント 
アカウンツ イー  
アイエスジー 
(常任代理人 株式会社三菱東京 
UFJ銀行) 

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET 
LONDON EC4A 2BB, UNITED KINGDOM 
  
(東京都千代田区丸の内２丁目７番１号) 

1,390 1.08

資産管理サービス信託銀行 
株式会社 

東京都中央区晴海１丁目８番12号
晴海アイランドトリトンスクエア 
オフィスタワーZ棟 

1,307 1.01

日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,030 0.80

計 ― 98,746 76.61



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年８月31日現在 

(注) 「完全議決権株式(その他)」欄には証券保管振替機構名義の名義書換失念株式が「株式数」欄に2,000株含まれています。 

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個含まれています。 

「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式575株及び証券保管振替機構名義の単元未満失念株式が300株含まれていま

す。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年８月31日現在 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものです。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
普通株式 
(自己保有株式) 

4,883,000 
―

株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

123,177,000 
123,177 同上 

単元未満株式 
普通株式 

834,833 
― 同上 

発行済株式総数 128,894,833 ― ― 

総株主の議決権 ― 123,177 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社マルエツ 

東京都豊島区東池袋 
５丁目51番12号 

4,883,000 ― 4,883,000 3.79

計 ― 4,883,000 ― 4,883,000 3.79

月別 平成18年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 

最高(円) 609 629 560 541 528 605

最低(円) 450 545 498 483 454 512



３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりです。 

  

役職の異動 

  

新役名及び職名 旧役名及び職名 役員の氏名 異動年月日 

取締役 
株式会社ダイエー取締役 
人事・人材開発、総務・ 
法務担当 

取締役
株式会社ダイエー取締役 
管理、人事・人材開発担当 
  

高 橋 義 昭 平成18年10月６日 

監査役 
株式会社ダイエー 
財務本部副本部長 

監査役
株式会社ダイエー 
管理本部副本部長 

上 保 康 和 平成18年10月６日 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しています。 

  なお、前中間連結会計期間(平成17年３月１日から平成17年８月31日まで)は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間(平成18年３月１日から平成18年８月31日まで)は、改正後の中間連結財務諸表規則に

基づいて作成しています。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しています。 

  なお、前中間会計期間(平成17年３月１日から平成17年８月31日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間(平成18年３月１日から平成18年８月31日まで)は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しています。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年３月１日から平成17年８月31日ま

で)及び当中間連結会計期間(平成18年３月１日から平成18年８月31日まで)の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間

(平成17年３月１日から平成17年８月31日まで)及び当中間会計期間(平成18年３月１日から平成18年８月31日まで)の

中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けています。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成17年８月31日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年８月31日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成18年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金     8,742 9,429   11,869 

２ 売掛金     1,695 1,453   1,261 

３ 有価証券 ※１   9 10   10 

４ たな卸資産     12,206 8,483   9,393 

５ 繰延税金資産     174 ―   ― 

６ その他     9,827 7,669   6,086 

貸倒引当金     ― △48   △48 

流動資産合計     32,656 23.2 26,997 21.7   28,572 21.9

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産           

(1) 建物及び 
構築物 

※1,2 27,831   30,234 30,468   

(2) 土地 ※１ 25,157   23,307 24,440   

(3) その他 ※２ 4,516 57,505 40.9 3,623 57,165 45.9 2,894 57,804 44.3

２ 無形固定資産     723 0.5 641 0.5   617 0.5

３ 投資その他の 
資産 

          

(1) 投資有価証券 ※１ 4,852   1,716 4,101   

(2) 差入保証金 ※１ 37,546   35,779 36,550   

(3) 繰延税金資産   5,950   631 593   

(4) その他   2,680   2,289 2,537   

貸倒引当金   △1,346 49,684 35.4 △680 39,736 31.9 △431 43,351 33.3

固定資産合計     107,913 76.8 97,543 78.3   101,773 78.1

Ⅲ 繰延資産           

社債発行費     8 ―   ― 

繰延資産合計     8 0.0 ― ―   ― ―

資産合計     140,577 100.0 124,541 100.0   130,346 100.0

            



  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成17年８月31日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年８月31日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成18年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 買掛金     20,493 21,179   16,060 

２ 短期借入金 ※１   17,018 12,303   16,621 

３ １年内償還 
予定社債 

    ― 10,000   10,000 

４ コマーシャル 
ペーパー 

    4,000 ―   8,000 

５ 未払法人税等     348 334   604 

６ その他     8,504 8,750   7,192 

流動負債合計     50,363 35.8 52,568 42.2   58,477 44.9

Ⅱ 固定負債           

１ 社債     10,000 ―   ― 

２ 長期借入金 ※１   18,195 17,874   18,646 

３ 退職給付引当金     229 214   215 

４ 預り保証金     ― 6,597   6,787 

５ その他 ※１   14,786 7,384   8,040 

固定負債合計     43,211 30.8 32,070 25.8   33,689 25.8

負債合計     93,575 66.6 84,639 68.0   92,167 70.7

(少数株主持分)           

  少数株主持分     ― ― ― ―   ― ―

(資本の部)           

Ⅰ 資本金     37,549 26.7 ― ―   37,549 28.8

Ⅱ 資本剰余金     17,934 12.8 ― ―   17,938 13.8

Ⅲ 利益剰余金     △6,345 △4.5 ― ―   △14,936 △11.5

Ⅳ その他有価証券 
評価差額金 

    358 0.2 ― ―   51 0.0

Ⅴ 自己株式     △2,494 △1.8 ― ―   △2,423 △1.8

資本合計     47,002 33.4 ― ―   38,178 29.3

負債、少数株主 
持分及び資本合計 

    140,577 100.0 ― ―   130,346 100.0

            



  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成17年８月31日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年８月31日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成18年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)           

Ⅰ 株主資本           

１ 資本金     ― ― 37,549 30.1   ― ―

２ 資本剰余金     ― ― 9,778 7.8   ― ―

３ 利益剰余金     ― ― △5,027 △4.0   ― ―

４ 自己株式     ― ― △2,399 △1.9   ― ―

株主資本合計     ― ― 39,900 32.0   ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等           

  その他有価証券 
評価差額金 

    ― ― 1 0.0   ― ―

評価・換算差額等 
合計 

    ― ― 1 0.0   ― ―

純資産合計     ― ― 39,902 32.0   ― ―

負債純資産合計     ― ― 124,541 100.0   ― ―

            



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前連結会計年度 
要約連結損益計算書 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     163,216 100.0 161,379 100.0   323,313 100.0
Ⅱ 売上原価     118,556 72.6 117,489 72.8   238,120 73.7

売上総利益     44,660 27.4 43,890 27.2   85,192 26.3
Ⅲ 営業収入     3,198 1.9 3,186 1.9   6,478 2.1

営業総利益     47,859 29.3 47,076 29.1   91,670 28.4
Ⅳ 販売費及び 
一般管理費 

※１   46,211 28.3 44,750 27.7   92,714 28.7

営業利益     1,647 1.0 2,325 1.4   ― ―
営業損失     ― ― ― ―   1,043 △0.3

Ⅴ 営業外収益           
１ 受取利息   57   58 131   
２ 受取配当金   6   ― 10   
３ 匿名組合 
  投資利益 

  214   145 798   

４ 持分法投資利益   53   ― 182   
５ 雑収入   90 421 0.3 24 228 0.2 119 1,243 0.3

Ⅵ 営業外費用           
１ 支払利息   396   325 775   
２ コマーシャル 
ペーパー利息 

  6   41 16   

３ 社債発行費償却   8   ― 16   
４ 雑損失   176 588 0.4 104 471 0.3 532 1,341 0.4
経常利益     1,480 0.9 2,082 1.3   ― ―
経常損失     ― ― ― ―   1,141 △0.4

Ⅶ 特別利益           
１ 投資有価証券 
売却益 

  ―   973 1,102   

２ 解約違約金収入   ―   103 ―   
３ 閉鎖関連費用 
戻入益 

  ―   82 418   

４ 固定資産売却益 ※２ ―   71 38   
５ その他 ※３ ― ― ― 123 1,354 0.8 313 1,873 0.6

Ⅷ 特別損失           
１ 店舗閉鎖費用 ※５ 290   726 740   
２ 減損損失 ※４ 389   252 1,676   
３ 貸倒引当金 
繰入額 

  ―   249 72   

４ 早期割増退職金   ―   177 ―   
５ 役員退職慰労金   381   12 381   
６ 固定資産売却損 ※６ 110   ― 111   
７ その他 ※７ ― 1,171 0.7 122 1,540 0.9 185 3,166 1.0
税金等調整前 
中間純利益 

    308 0.2 1,896 1.2   ― ―

税金等調整前 
当期純損失 

    ― ― ― ―   2,433 △0.8

法人税、住民税 
及び事業税 

  180   153 287   

法人税等調整額   1,168 1,349 0.8 △4 148 0.1 6,910 7,197 2.2
中間純利益     ― ― 1,747 1.1   ― ―
中間(当期) 
純損失 

    1,040 △0.6 ― ―   9,631 △3.0

            



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  

  
前中間連結会計期間 

(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
連結剰余金計算書 

(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 資本剰余金の部  

資本剰余金期首残高 35,788 35,788

資本剰余金増加高  

自己株式処分差益 0 0 4 4

資本剰余金減少高  

利益剰余金への振替額 17,111 17,111  

配当金 742 17,854 742 17,854

資本剰余金中間期末 
(期末)残高 

17,934 17,938

Ⅱ 利益剰余金の部  

利益剰余金期首残高 △22,417 △22,417

利益剰余金増加高  

資本剰余金からの 
振替額 

17,111 17,111 17,111 17,111

利益剰余金減少高  

中間(当期)純損失 1,040 1,040 9,631 9,631

利益剰余金中間期末 
(期末)残高 

△6,345 △14,936

   



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日) 

  

  

  

  

  
株主資本 

資本金 
(百万円) 

資本剰余金
(百万円) 

利益剰余金
(百万円) 

自己株式
(百万円) 

株主資本合計 
(百万円) 

平成18年２月28日残高 37,549 17,938 △14,936 △2,423 38,127 

中間連結会計期間中の変動額           

 中間純利益     1,747   1,747 

 自己株式の取得       △6 △6 

 自己株式の処分   1   30 32 

 利益剰余金への振替額   △8,162     △8,162 

 資本剰余金からの振替額     8,162   8,162 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)           

中間連結会計期間中の変動額合計 ― △8,160 9,909 24 1,773 

平成18年８月31日残高 37,549 9,778 △5,027 △2,399 39,900 

  

評価・換算差額等 
純資産合計
(百万円) その他有価証券 

評価差額金 
(百万円) 

平成18年２月28日残高 51 38,178 

中間連結会計期間中の変動額     

 中間純利益   1,747 

 自己株式の取得   △6 

 自己株式の処分   32 

 利益剰余金への振替額   △8,162 

 資本剰余金からの振替額   8,162 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) △49 △49 

中間連結会計期間中の変動額合計 △49 1,723 

平成18年８月31日残高 1 39,902 



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日)

前連結会計年度 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

税金等調整前中間純利益  308 1,896 ―

税金等調整前当期純損失  ─ ― △2,433

減価償却費  1,219 1,273 2,498

減損損失  389 252 1,676

退職給付引当金の増減額  14 15 0

前払年金費用の増減額  △1 26 △962

貸倒引当金増減額  △21 249 △887

受取利息及び受取配当金  △63 △58 △142

支払利息  396 325 775

投資有価証券売却益  ─ △973 △1,102

固定資産売却損  110 ― 111

固定資産売却益  ― △71 △38

固定資産除却損  57 111 196

匿名組合投資利益  △214 △145 △798

売上債権の増減額  △382 △359 51

たな卸資産の増減額  △379 798 2,434

仕入債務の増減額  1,842 3,840 237

未払消費税等の増減額  △246 327 △385

預り保証金の増減額  151 △189 693

その他  △374 122 △575

小計  2,805 7,440 1,346

利息及び配当金受取額  63 58 142

利息支払額  △394 △330 △782

法人税等支払額  △366 △263 △378

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 2,108 6,905 327



  

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日)

前連結会計年度 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

有形固定資産の取得による 
支出 

 △5,362 △1,078 △9,580

有形固定資産の売却による 
収入 

 1,038 391 2,488

無形固定資産の取得による
支出 

 △8 △144 △16

投資有価証券の取得による 
支出 

 △1,637 ― △1,647

投資有価証券の売却による 
収入 

 ─ 3,262 1,994

連結範囲の変更を伴う 
子会社株式の売却による 
収入 

 ― 20 ―

差入保証金の増加による 
支出 

 △569 △310 △1,017

差入保証金の減少による 
収入 

 2,268 1,258 4,213

貸付けによる支出  △35 △61 △129

貸付金の回収による収入  37 380 141

その他  ― ― 64

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △4,271 3,717 △3,489

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

短期借入金の純増減額  △750 △1,675 △740

長期借入金の調達による 
収入 

 ─ 3,000 11,000

長期借入金の返済による 
支出 

 △1,351 △6,414 △12,308

コマーシャルペーパー 
純増減額 

 500 △8,000 4,500

自己株式の取得による支出  △8 △6 △17

自己株式の処分による収入  15 32 98

親会社による配当金の 
支払額 

 △742 ― △745

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △2,338 △13,063 1,787

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

 ─ ― ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額  △4,500 △2,440 △1,373

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

 13,243 11,869 13,243

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

※１ 8,742 9,429 11,869

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

子会社はすべて連結していま

す。 

連結子会社の数    ７社 

連結子会社名 

㈱クローバ商事、サンデーマ

ート㈱、パンダスタンプ販売

㈱、㈱ポロロッカ、㈱マー

ノ、㈱マルエツ開発、㈱メッ

カ 

１ 連結の範囲に関する事項 

子会社はすべて連結していま

す。 

連結子会社の数    ６社 

連結子会社名 

㈱クローバ商事、サンデーマ

ート㈱、㈱トマトスタンプ、

㈱ポロロッカ、㈱マーノ、㈱

マルエツ開発 

なお、従来連結の範囲に含め

ていた㈱メッカは、平成18年

３月１日付けで株式を譲渡し

たため、当中間連結会計期間

より連結の範囲から除外して

います。 

１ 連結の範囲に関する事項 

子会社はすべて連結していま

す。 

連結子会社の数    ７社 

連結子会社名 

㈱クローバ商事、サンデーマ

ート㈱、㈱トマトスタンプ、

㈱ポロロッカ、㈱マーノ、㈱

マルエツ開発、㈱メッカ 

なお、㈱トマトスタンプは、

平成18年２月６日付でパンダ

スタンプ販売㈱より社名変更

しています。 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法を適用した関連会社の

数          ２社 

持分法を適用した関連会社名 

㈱東武ストア 

㈱日本流通未来教育センター 

なお、㈱東武ストアについて

は、新株予約権を行使したこ

とにより、当中間連結会計期

間から持分法適用の関連会社

に含めることとしています。 

(2) 持分法を適用しない関連会社

の名称 

㈱東武警備サポート 

㈱東武フーズ 

持分法非適用会社は、それぞ

れ中間純損益(持分に見合う

額)及び利益剰余金(持分に見

合う額)等からみて、持分法

の対象から除いても中間連結

財務諸表に及ぼす影響が軽微

であり、かつ、全体としても

重要性がないため、持分法の

適用範囲から除いています。 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法を適用した関連会社の

数          １社 

持分法を適用した関連会社名 

㈱日本流通未来教育センター 

なお、前連結会計年度末まで

関連会社でありました㈱東武

ストアは、平成18年７月７日

付けで株式を譲渡したため、

持分法の適用から除外してい

ます。 

(2) 持分法を適用しない関連会社

の名称 

―――――― 

  

なお、㈱東武警備サポート及

び㈱東武フーズについては、

平成18年７月７日付けで㈱東

武ストアの株式を譲渡したた

め、持分法を適用しない関連

会社から除外しています。 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法を適用した関連会社の

数          ２社 

持分法を適用した関連会社名 

㈱東武ストア 

㈱日本流通未来教育センター 

なお、㈱東武ストアについて

は、新株予約権を行使したこ

とにより、当連結会計年度か

ら持分法適用の関連会社に含

めることとしています。 

(2) 持分法を適用しない関連会社

の名称 

㈱東武警備サポート 

㈱東武フーズ 

持分法非適用会社は、それぞ

れ当期純損益(持分に見合う

額)及び利益剰余金(持分に見

合う額)等からみて、持分法

の対象から除いても連結財務

諸表に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体としても重要

性がないため、持分法の適用

範囲から除いています。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

連結子会社の中間決算日と、

中間連結決算日は一致してい

ます。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

左に同じ 

３ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項 

連結子会社の事業年度末日と

連結決算日は一致していま

す。 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ① 有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法(定額法) 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格

等に基づく時価法(評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定) 

時価のないもの 

移動平均法による原価

法 

なお、投資事業有限責

任組合及びそれに類す

る組合への出資(証券

取引法第２条第２項に

より有価証券とみなさ

れるもの)について

は、組合契約に規定さ

れる決算報告日に応じ

て入手可能な最近の決

算書を基礎とし、持分

相当額を純額で取り込

む方法によっておりま

す。 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ① 有価証券 

満期保有目的の債券 

左に同じ 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格

等に基づく時価法(評

価差額は全部純資産直

入法により処理し、売

却原価は移動平均法に

より算定) 

時価のないもの 

左に同じ 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ① 有価証券 

    満期保有目的の債券 

左に同じ 

    その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価

は移動平均法により算

定) 

時価のないもの 

左に同じ 

  ② たな卸資産 

商品 

店舗在庫商品は売価還元

法による原価法 

加工センター等の在庫商

品は、最終仕入原価法に

よる原価法 

  ② たな卸資産 

商品 

左に同じ 

  ② たな卸資産 

商品 

左に同じ 

貯蔵品 

最終仕入原価法による原

価法 

貯蔵品 

左に同じ 

貯蔵品 

左に同じ 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  ① 有形固定資産 

建物(建物附属設備含む)及

び構築物は定額法、それ以

外の有形固定資産について

は定率法を採用していま

す。 

なお、主な耐用年数は以下

のとおりです。 

建物及び 
構築物 

15年～39年

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  ① 有形固定資産 

左に同じ 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  ① 有形固定資産 

左に同じ 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

  ② 無形固定資産 

定額法を採用しています。 

なお、ソフトウェア(自社

利用分)については、社内

における利用可能期間(５

年)に基づく定額法によっ

ています。 

  ② 無形固定資産 

左に同じ 

  ② 無形固定資産 

左に同じ 

 (3) 重要な繰延資産の処理方法  (3) 重要な繰延資産の処理方法  (3) 重要な繰延資産の処理方法 

社債発行費 

商法施行規則の規定に基づ

き、３年間に毎期均等額を

償却しています。 

―――――― 

  

社債発行費 

商法施行規則の規定に基づ

き、３年間に毎期均等額を

償却しています。 

 (4) 重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 
売掛金、貸付金、未収入金
等の金銭債権の貸倒れに備
えるため、一般債権につい
ては貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性
を検討し、回収不能見込額
を計上しています。 

 (4) 重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

左に同じ 

 (4) 重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

左に同じ 

  ② 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備える
ため、当連結会計年度末に
おける退職給付債務及び年
金資産の見込額に基づき、
当中間連結会計期間末にお
いて発生していると認めら
れる額を計上しています。 
なお、会計基準変更時差異
(4,796百万円)について
は、15年による按分額を費
用処理しています。 
また、過去勤務債務は、そ
の発生時の従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の年
数(10年)による定額法によ
り按分した額を発生した期
から費用処理し、数理計算
上の差異は、その発生時の
従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数(10年)に
よる定額法により按分した
額を発生の翌連結会計年度
から費用処理することとし
ています。 

  ② 退職給付引当金 
左に同じ 

  ② 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備える
ため、当連結会計年度末に
おける退職給付債務及び年
金資産の見込額に基づき、
当連結会計年度末において
発生していると認められる
額を計上しています。 
なお、会計基準変更時差異
(4,796百万円)について
は、15年による按分額を費
用処理しています。 
また、過去勤務債務は、そ
の発生時の従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の年
数(10年)による定額法によ
り按分した額を発生した期
から費用処理し、数理計算
上の差異は、その発生時の
従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数(10年)に
よる定額法により按分した
額を発生の翌連結会計年度
から費用処理することとし
ています。 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっています。 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

左に同じ 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

左に同じ 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

  ① ヘッジ会計の方法 

金利スワップについては、

特例処理の要件を満たして

いますので、特例処理を採

用しています。 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ③ ヘッジの方針 

借入金の利息相当額の範囲

内で市場金利変動リスクを

回避する目的で行っていま

す。 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

特例処理を採用しています

ので、ヘッジの有効性の判

定は、省略しています。 

(ヘッジ手段) (ヘッジ対象)

金利スワップ 借入金の利息

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

  ① ヘッジ会計の方法 

左に同じ 

  

  

  

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

左に同じ 

  

  ③ ヘッジの方針 

左に同じ 

  

  

  

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

左に同じ 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

  ① ヘッジ会計の方法 

左に同じ 

  

  

  

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

左に同じ 

  

  ③ ヘッジの方針 

左に同じ 

  

  

  

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

左に同じ 

 (7) 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計

処理は税抜方式を採用してい

ます。 

 (7) 消費税等の会計処理 

左に同じ 

 (7) 消費税等の会計処理 

左に同じ 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び容

易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に満期の到来する

短期投資からなっています。 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

左に同じ 

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

左に同じ 



(会計処理の変更) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

―――――― (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

 当中間連結会計期間から、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」(企業会計基準委員会

平成17年12月９日 企業会計基準第

５号)及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用

指針」(企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準適用指

針第８号)を適用しております。 

 この変更に伴う損益への影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は39,902百万円で

す。 

 また、中間連結財務諸表規則の改

正により、当中間連結会計期間にお

ける中間連結貸借対照表の純資産の

部については、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成しておりま

す。 

―――――― 



(表示方法の変更) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

(中間連結貸借対照表) 

 「証券取引法等の一部を改正する法律」(平成16年法

律第97号)が平成16年６月９日に公布され、平成16年12

月１日より適用となったこと及び「金融商品会計に関

する実務指針」(会計制度委員会報告第14号)が平成17

年２月15日付で改正されたことに伴い、当中間連結会

計期間から投資事業有限責任組合及びそれに類する組

合への出資(証券取引法第２条第２項により有価証券と

みなされるもの)を投資その他の資産の「その他」とし

て表示する方法から「投資有価証券」として表示する

方法に変更いたしました。 

 なお、当中間連結会計期間の「投資有価証券」に含

まれる当該出資の額は883百万円であります。 

  

(中間連結貸借対照表) 

前中間連結会計期間において固定負債の「その他」

に含めて表示しておりました「預り保証金」について

は、資産総額の100分の５を超えたため、当中間連結会

計期間より区分掲記することといたしました。 

なお、前中間連結会計期間の「その他」に含まれる

「預り保証金」は、6,245百万円であります。 

  

(中間連結損益計算書) 

１ 前中間連結会計期間まで営業外収益「雑収入」に

含めて表示しておりました「持分法投資利益」につ

いては、当中間連結会計期間において営業外収益の

総額の100分の10を超えたため、当中間連結会計期間

より区分掲記することといたしました。 

  なお、前中間連結会計期間の 「雑収入」に含まれ

る「持分法投資利益」は３百万円であります。 

  

２ 前中間連結会計期間まで特別損失「その他」に含

めて表示しておりました「店舗閉鎖費用」について

は、当中間連結会計期間において特別損失の総額の

100分の10を超えたため、当中間連結会計期間より区

分掲記することといたしました。 

  なお、前中間連結会計期間の「その他」に含まれ

る「店舗閉鎖費用」は、130百万円であります。 

(中間連結損益計算書) 

１ 前中間連結会計期間まで営業外収益「受取配当

金」として表示しておりましたが、当中間連結会計

期間において営業外収益の総額の100分の10以下とな

ったため、営業外収益「雑収入」に含めて表示して

おります。 

  なお、当中間連結会計期間の「雑収入」に含まれ

る「受取配当金」は０百万円であります。 

  

２ 前中間連結会計期間まで、営業外収益「持分法投

資利益」として表示しておりましたが、当中間連結

会計期間において営業外収益の総額の100分の10以下

となったため、営業外収益「雑収入」に含めて表示

しております。 

  なお、当中間連結会計期間の「雑収入」に含まれ

る「持分法投資利益」は３百万円であります。 



(追加情報) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

１ 「地方税法等の一部を改正する

法律」(平成15年法律第９号)が平

成15年３月31日公布され、平成16

年４月１日以後に開始する事業年

度より外形標準課税制度が導入さ

れたことに伴い、当中間連結会計

期間から「法人事業税における外

形標準課税部分の損益計算書上の

表示についての実務上の取扱い」

(平成16年２月13日 企業会計基準

委員会 実務対応報告第12号)に従

い、法人事業税の付加価値割及び

資本割については、販売費及び一

般管理費に181百万円計上してい

ます。 

  

２ 平成17年５月26日開催の第53回

定時株主総会終結の時をもって役

員退職慰労金制度(規定を含む)を

廃止し、それに伴い在任中の取締

役及び監査役に対して平成17年５

月26日までの慰労金として、従来

の制度に基づいた金額を当該取締

役及び監査役の退任時に支給する

旨を決議いたしました。その結

果、当該支給予定額259百万円を

「役員退職慰労金」として未払計

上しています。 

―――――― １ 「地方税法等の一部を改正する

法律」(平成15年法律第９号)が平

成15年３月31日公布され、平成16

年４月１日以後に開始する事業年

度より外形標準課税制度が導入さ

れたことに伴い、当連結会計年度

から「法人事業税における外形標

準課税部分の損益計算書上の表示

についての実務上の取扱い」(平

成16年２月13日 企業会計基準委

員会 実務対応報告第12号)に従

い、法人事業税の付加価値割及び

資本割については、販売費及び一

般管理費に353百万円計上してい

ます。 

  

２ 平成17年５月26日開催の第53回

定時株主総会終結の時をもって役

員退職慰労金制度(規定を含む)を

廃止し、それに伴い在任中の取締

役及び監査役に対して平成17年５

月26日までの慰労金として、従来

の制度に基づいた金額を当該取締

役及び監査役の退任時に支給する

旨を決議いたしました。その結

果、当該支給予定額259百万円を

「役員退職慰労金」として未払計

上しています。 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

前中間連結会計期間末 
(平成17年８月31日) 

当中間連結会計期間末
(平成18年８月31日) 

前連結会計年度末 
(平成18年２月28日) 

※１ 担保資産 

債務の担保に供している資産 

建物及び 
構築物 

4,033百万円

土地 11,120 〃 

差入保証金 283 〃 

計 15,436百万円

※１ 担保資産 

債務の担保に供している資産 

建物及び
構築物 

3,141百万円

土地 10,256 〃

計 13,397百万円

※１ 担保資産 

債務の担保に供している資産 

建物及び
構築物 

3,872百万円

土地 10,907 〃 

計 14,780百万円

上記に対する債務額 

短期借入金 1,638百万円

長期借入金 7,093 〃 

その他 
(固定負債) 

767 〃 

計 9,498百万円

上記に対する債務額 

短期借入金 1,497百万円

長期借入金 4,285 〃

その他
(固定負債) 

767 〃

計 6,549百万円

上記に対する債務額 

短期借入金 1,404百万円

長期借入金 6,371 〃 

その他
(固定負債) 

767 〃 

計 8,542百万円

宅地建物取引業法に基づく供

託 

有価証券 9百万円

投資有価証券 19 〃 

宅地建物取引業法に基づく供

託 

投資有価証券 19百万円

宅地建物取引業法に基づく供

託 

投資有価証券 19百万円

※２ 有形固定資産の減価償却累計

額 

  43,804百万円

※２ 有形固定資産の減価償却累計

額 

  43,540百万円

※２ 有形固定資産の減価償却累計

額 

43,990百万円

３ 偶発債務 

 ①提出会社の店舗の賃貸人であ

る入三商事㈱により、賃貸借

契約に基づく賃料差額及び遅

延損害金２億14百万円の支払

いを求める訴訟を提起され、

現在係争中であります。 

３ 偶発債務 

 ①左に同じ 

３ 偶発債務 

 ①左に同じ 

 ②    ―――  ②提出会社の店舗の賃貸人であ

る㈱イマックスから適正賃料

にかかる確認訴訟を提訴さ

れ、当社も反訴して控訴中で

ありましたが、平成18年５月

23日に東京地方裁判所より判

決が下っております。この判

決に基づく当中間連結会計期

間末までの未払賃料は３億４

百万円であり、借地借家法第

32条第２項に基づく遅延損害

金は１億72百万円であります

が、当社は平成18年６月２日

に控訴し、東京高等裁判所に

おいて現在係争中でありま

す。 

 ②提出会社の店舗の賃貸人であ

る㈱イマックスから適正賃料

にかかる確認訴訟を提訴さ

れ、当社も反訴して係争中で

ありましたが、平成18年５月

23日に東京地方裁判所より判

決が下っています。この判決

に基づく期末日までの未払賃

料は２億90百万円であり、借

地借家法第32条第２項に基づ

く利息は１億57百万円であり

ますが、当社は、控訴予定で

あります。 



(中間連結損益計算書関係) 

  

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりです。 

給料及び 
手当 

21,767百万円

退職給付 
費用 

680 〃 

福利厚生費 2,324 〃 

水道光熱費 3,179 〃 

減価償却費 1,219 〃 

賃借料 9,737 〃 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりです。 

給料及び
手当 

20,663百万円

退職給付
費用 

635 〃

福利厚生費 2,306 〃

水道光熱費 3,160 〃

減価償却費 1,273 〃

賃借料 9,599 〃

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりです。 

給料及び
手当 

42,817百万円

退職給付
費用 

1,606 〃 

水道光熱費 6,499 〃 

減価償却費 2,498 〃 

賃借料 19,274 〃 

※２    ――――― ※２ 固定資産売却益の内訳は以下

のとおりです。 
店舗施設の
譲渡 
(１店舗) 

71百万円

※２ 固定資産売却益の内訳は以下

のとおりです。 
店舗施設等の 
譲渡 
(１物件) 

38百万円

※３    ――――― ※３ その他の特別利益は、役員退

職慰労金戻入益等です。 

※３ その他の特別利益は、償却債

権取立益等です。 

※４ 当中間連結会計期間におきま

して、当社グループは以下の

資産グループについて減損損

失を計上いたしました。 

(単位 百万円) 

用途 種類 場所 減損損失

店舗 

建物 
及び構築物 
その他 
(器具備品) 
リース資産 

埼玉県 197

東京都 79

千葉県 75

神奈川県他 37

※４ 当中間連結会計期間におきま

して、当社グループは以下の

資産グループについて減損損

失を計上いたしました。 

(単位 百万円) 

  

用途 種類 場所 減損損失

店舗 

建物 
及び構築物

その他 
(器具備品)

リース資産

埼玉県 68

神奈川県 64

東京都 58

千葉県 39

賃貸資産 

建物 
及び構築物

その他 
(器具備品)

埼玉県 11

千葉県 8

東京都 0

※４ 当連結会計年度におきまし

て、当社グループは以下の資

産グループについて減損損失

を計上いたしました。 

(単位 百万円) 

  

用途 種類 場所 減損損失

店舗

建物

及び構築物

土地 
その他 
(器具備品)

リース資産

千葉県 695

東京都 434

埼玉県 400

神奈川県他 146



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

 当社グループは、キャッシ

ュ・フローを生み出す最小単

位として店舗を基本単位とし

て、また賃貸資産等について

は物件単位毎にグルーピング

しております。 

 店舗及び賃貸資産について

は、営業活動から生じる損益

が継続してマイナスである店

舗における資産グループの帳

簿価額を回収可能価額まで減

額し、また遊休資産について

は、市場価格が帳簿価額より

著しく下落している資産グル

ープの帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を

減損損失(389百万円)として

特別損失に計上いたしまし

た。なお当資産グループの回

収可能価額は正味売却価額ま

たは使用価値により測定して

おります。正味売却価額は、

不動産については不動産鑑定

評価基準またはそれに準ずる

方法により、その他の固定資

産については、取引事例等を

勘案した合理的な見積りによ

り算定しております。また、

使用価値は、将来キャッシ

ュ・フローを5.0％で割引い

て算定しております。 

(内訳) 

建物及び 
構築物 

96百万円

その他 
(器具備品) 

72 〃 

リース資産 220 〃 

計 389百万円

 当社グループは、キャッシ

ュ・フローを生み出す最小単

位として店舗を基本単位とし

て、また賃貸資産等について

は物件単位毎にグルーピング

しております。 

 店舗及び賃貸資産について

は、営業活動から生じる損益

が継続してマイナスである店

舗における資産グループの帳

簿価額を回収可能価額まで減

額し、また遊休資産について

は、市場価格が帳簿価額より

著しく下落している資産グル

ープの帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を

減損損失(252百万円)として

特別損失に計上いたしまし

た。なお当資産グループの回

収可能価額は正味売却価額ま

たは使用価値により測定して

おります。正味売却価額は、

不動産については不動産鑑定

評価基準またはそれに準ずる

方法により、その他の固定資

産については、取引事例等を

勘案した合理的な見積りによ

り算定しております。また、

使用価値は、将来キャッシ

ュ・フローを5.0％で割引い

て算定しております。 

(内訳) 

建物及び
構築物 

55百万円

その他
(器具備品) 

10 〃

リース資産 186 〃

計 252百万円

 当社グループは、キャッシ

ュ・フローを生み出す最小単

位として店舗を基本単位とし

て、また賃貸資産等について

は物件単位毎にグルーピング

しております。 

 店舗については、営業活動

から生じる損益が継続してマ

イナスである店舗における資

産グループの帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失(1,676百万

円)として特別損失に計上い

たしました。なお、当資産グ

ループの回収可能価額は正味

売却価額または使用価値によ

り測定しております。正味売

却価額は、不動産については

不動産鑑定評価基準またはそ

れに準ずる方法により、その

他の固定資産については、取

引事例等を勘案した合理的な

見積りにより算定しておりま

す。また、使用価値は、将来

キャッシュ・フローを5.0％

で割引いて算定しておりま

す。 

(内訳) 

建物及び
構築物 

592百万円

土地 293 〃 

その他
(器具備品) 

189 〃 

リース資産 601 〃 

計 1,676百万円



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

※５ 店舗閉鎖費用は、当期閉鎖店

舗に係る費用であり、その内

訳は以下のとおりでありま

す。 

商品処分損 114百万円

割増退職金 112 〃 

原状回復費用 23 〃 
その他店舗閉鎖 
に係る費用 

39 〃 

計 290百万円

※５ 店舗閉鎖費用は、当期閉鎖及

び閉鎖予定の店舗に係る費用

であり、その内訳は以下のと

おりであります。 

原状回復費用 268百万円

割増退職金 131 〃

閉鎖店に係る
固定資産除却損 

90 〃

賃貸借契約解約に
係る違約金等 

84 〃

閉鎖予定店に係る
固定資産除却損 

83 〃

リース契約解約に
係る違約金 

13 〃

その他店舗閉鎖に
係る費用 

54 〃

計 726百万円

※５ 店舗閉鎖費用は、当期閉鎖及

び来期に閉鎖予定の店舗に係

る費用であり、その内容は以

下の通りであります。 

原状回復費用 240百万円

商品処分損 228 〃 

割増退職金 112 〃 

閉鎖店に係る 
固定資産除却損 

52 〃 

その他店舗閉鎖 
に係る費用 

105 〃 

計 740百万円

※６ 固定資産売却損の内訳は以下

のとおりです。 
店舗施設等の 
譲渡 
(17店舗及び 
２物件) 

110百万円

※６    ――――― ※６ 固定資産売却損の内訳は以下

のとおりです。 
店舗施設等の 
譲渡 
(17店舗及び 
２物件) 

111百万円

※７    ――――― ※７ その他の特別損失は、貯蔵品

処分損等です。 

※７ その他の特別損失は、過年度

閉鎖店舗に係る現状回復費用

等です。 



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間(自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

  

２ 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加     12,703株 

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 ストックオプションの行使による減少   63,000株 

 単元未満株式の買増請求による減少      40株 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 128,894,833 ― ― 128,894,833 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 4,933,912 12,703 63,040 4,883,575 



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

は、いずれも8,742百万円で

一致しています。 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

は、いずれも9,429百万円で

一致しています。 

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額は、いず

れも11,869百万円で一致して

います。 



(リース取引関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び中

間期末残高相当額 

※その他の主なものは器具備品で

す。 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

減損損失 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間

期末残高

相当額 
(百万円)

建物及び 
構築物 1,027 333 693 ―

その他 14,360 6,794 2,943 4,623

合計 15,388 7,128 3,636 4,623

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び中

間期末残高相当額 

※その他の主なものは器具備品で

す。 

  
取得価額

相当額 
(百万円)

減価償却

累計額 
相当額 
(百万円)

減損損失

累計額 
相当額 
(百万円)

中間

期末残高

相当額 
(百万円)

建物及び 
構築物 1,027 333 693 ―

その他 13,259 5,601 3,251 4,405

合計 14,286 5,935 3,945 4,405

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期

末残高相当額 

※その他の主なものは器具備品で

す。 

取得価額

相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

減損損失 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高

相当額 
(百万円)

建物及び

構築物 1,027 333 693 ―

その他 14,072 6,017 3,271 4,782

合計 15,099 6,351 3,964 4,782

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額及びリース資産減損勘

定の残高 

未経過リース料中間期末残高相

当額 

 リース資産減損勘定の残高 

3,221百万円 

１年以内 2,557百万円

１年超 5,546 〃 

計 8,104百万円

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額及びリース資産減損勘

定の残高 

未経過リース料中間期末残高相

当額 

 リース資産減損勘定の残高 

2,892百万円 

１年以内 2,508百万円

１年超 5,027 〃

計 7,535百万円

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額及びリース資産減損勘定の

残高 

未経過リース料期末残高相当額 

  

 リース資産減損勘定の残高 

3,196百万円 

１年以内 2,606百万円

１年超 5,627 〃 

計 8,233百万円

 (3) 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額、支払利息相当額及び

減損損失 

支払リース料 1,545百万円

リース資産減損
勘定の取崩額 

468 〃 

減価償却費 
相当額 

1,038 〃 

支払利息相当額 88 〃 

減損損失 220 〃 

 (3) 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額、支払利息相当額及び

減損損失 

支払リース料 1,502百万円

リース資産減損
勘定の取崩額 

490 〃

減価償却費
相当額 

969 〃

支払利息相当額 79 〃

減損損失 186 〃

 (3) 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額、支払利息相当額及び

減損損失 

支払リース料 3,094百万円

リース資産減損
勘定の取崩額 

874 〃 

減価償却費
相当額 

2,003 〃 

支払利息相当額 173 〃 

減損損失 601 〃 

 (4) 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっています。 

・利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によ

っています。 

 (4) 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

左に同じ 

  

  

・利息相当額の算定方法 

左に同じ 

 (4) 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

左に同じ 

  

  

・利息相当額の算定方法 

左に同じ 



  

  

次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年以内 1,538百万円

１年超 15,341 〃 

計 16,879百万円

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年以内 1,538百万円

１年超 11,745 〃

計 13,283百万円

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年以内 1,538百万円

１年超 14,572 〃 

計 16,110百万円



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成17年８月31日現在) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

３ 時価評価されていない主な有価証券(上記１を除く) 

  

  

区分 
中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

時価
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 国債・地方債等 29 29 △0

(2) 社債 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

合計 29 29 △0

区分 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 895 1,481 585

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

合計 895 1,481 585

区分 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

(1) その他有価証券 

非上場株式 13

匿名組合出資金 883

(2) 子会社株式及び関連会社株式 

関連会社株式 2,455

合計 3,351



当中間連結会計期間末(平成18年８月31日現在) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

３ 時価評価されていない主な有価証券(上記１を除く) 

  

  

区分 
中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

時価
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 国債・地方債等 29 28 △0

(2) 社債 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

合計 29 28 △0

区分 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 4 7 3

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

合計 4 7 3

区分 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

(1) その他有価証券 

非上場株式 13

匿名組合出資金 1,558

(2) 子会社株式及び関連会社株式 

関連会社株式 118

合計 1,689



前連結会計年度末(平成18年２月28日現在) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

３ 時価評価されていない主な有価証券(上記１を除く) 

  

  

区分 
連結貸借対照表計上額

(百万円) 
時価
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 国債・地方債等 29 28 △0

(2) 社債 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

合計 29 28 △0

区分 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 4 7 3

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

合計 4 7 3

区分 
連結貸借対照表計上額

(百万円) 

(1) その他有価証券 

非上場株式 13

匿名組合出資金 1,412

(2) 子会社株式及び関連会社株式 

関連会社株式 2,648

合計 4,074



(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成17年８月31日) 

当社グループが行っているデリバティブ取引は、ヘッジ会計を適用しているため、記載対象から除いていま

す。 

  

当中間連結会計期間末(平成18年８月31日) 

当社グループの行っているデリバティブ取引は、ヘッジ会計を適用しているため、記載対象から除いていま

す。 

  

前連結会計年度末(平成18年２月28日) 

当社グループの行っているデリバティブ取引は、ヘッジ会計を適用しているため、記載対象から除いていま

す。 

  

前へ     



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年３月１日 至 平成17年８月31日) 

当中間連結会計期間において、「小売事業」の売上高、営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計、営業

利益の金額の合計に占める割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略して

います。 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日) 

  

(注) １ 事業の区分の方法 

事業区分は事業内容を勘案の上決定しております。 

２ 各事業区分の主要な内容 

・小売事業…………スーパーマーケット等の事業であります。 

・不動産事業………店舗開発、運営、管理及び不動産賃貸事業であります。 

・その他の事業……事務処理の受託業務、商品開発等であります。 

３ 営業費用のうち消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

４ 従来、事業の種類別セグメント情報について、全セグメントの売上高の合計、営業利益の金額の合計額に占める小売事業

の割合が、いずれも90％を超えていたため、記載を省略しておりましたが、前連結会計年度において不動産事業の重要性

が増したため、前連結会計年度から開示しております。 

  

  
小売事業 
(百万円) 

不動産事業
(百万円) 

その他の事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去または 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

営業収益             

(1) 外部顧客に対する 
  営業収益 

162,716 1,600 249 164,566 ― 164,566

(2) セグメント間の内部 
  営業収益または振替高 

87 367 225 680 (680) ―

計 162,804 1,967 475 165,247 (680) 164,566 

営業費用 160,470 1,984 464 162,919 (679) 162,240 

営業利益または 
営業損失(△) 

2,334 △16 10 2,327 (1) 2,325



前連結会計年度(自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日) 

  

(注) １ 事業の区分の方法 

事業区分は事業内容を勘案の上決定しております。 

２ 各事業区分の主要な内容 

・小売事業…………スーパーマーケット等の事業であります。 

・不動産事業………店舗開発、運営、管理及び不動産賃貸事業であります。 

・その他の事業……スポーツ機器の販売、事務処理の受託業務、商品開発等であります。 

３ 営業費用のうち消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

４ 従来、事業の種類別セグメント情報について、全セグメントの売上高の合計、営業利益の金額の合計額に占める小売事業

の割合が、いずれも90％を超えていたため、記載を省略しておりましたが、当連結会計年度において不動産事業の重要性

が増したため、当連結会計年度から開示しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年３月１日 至 平成17年８月31日)、当中間連結会計期間(自 平成18年３月１日

至 平成18年８月31日)及び前連結会計年度(自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日)において、本邦以外の国

または地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成17年３月１日 至 平成17年８月31日)、当中間連結会計期間(自 平成18年３月１日

至 平成18年８月31日)及び前連結会計年度(自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日)において、海外売上高が

ないため、該当事項はありません。 

  

  
小売事業 
(百万円) 

不動産事業
(百万円) 

その他の事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去または 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

営業収益             

(1) 外部顧客に対する 
  営業収益 

325,217 2,857 1,716 329,791 ― 329,791

(2) セグメント間の内部 
  営業収益または振替高 

179 875 406 1,461 (1,461) ―

計 325,397 3,732 2,123 331,253 (1,461) 329,791 

営業費用 326,481 3,762 2,053 332,297 (1,461) 330,835 

営業利益または 
営業損失(△) 

△1,083 △29 69 △1,043 ― △1,043



 (１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり中間純利益又は中間(当期)純損失及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

１株当たり純資産額 379.61円 １株当たり純資産額 321.76円 １株当たり純資産額 307.99円

１株当たり中間純損失 8.40円 １株当たり中間純利益 14.09円 １株当たり当期純損失 77.79円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式は存在するものの、１株当たり中

間純損失であるため記載していませ

ん。 

潜在株式調整後
１株当たり中間純利益 

14.06円
 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式は存在するものの、１株当たり当

期純損失であるため記載していませ

ん。 

項目 
前中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日)

前連結会計年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日)

中間連結損益計算書上の 
中間純利益又は中間(当期) 
純損失(△)(百万円) 

△1,040 1,747 △9,631

普通株式に係る中間純利益
又は中間(当期)純損失(△) 
(百万円) 

△1,040 1,747 △9,631

普通株主に帰属しない金額
(百万円) 

─ ― ―

普通株式の期中平均株式数
(千株) 

123,813 123,999 123,822

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益の算定に
用いられた普通株式増加数
の主要な内訳(千株) 

 

 新株予約権 ─ 273 ―

普通株式増加数(千株) ─ 273 ―

希薄化効果を有しないた
め、潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益の算
定に含めなかった潜在株式
の概要 

平成14年５月23日開催
の定時株主総会決議に
基づき発行された新株
予約権(新株予約権の
数4,012個)。 
平成15年５月22日開催
の定時株主総会決議に
基づき発行された新株
予約権(新株予約権の
数615個、330個)。 
新株予約権の概要は
「新株予約権等の状
況」に記載のとおりで
す。 

平成15年５月22日開催
の定時株主総会決議に
基づき発行された新株
予約権(新株予約権の
数327個)。 
新株予約権の概要は
「新株予約権等の状
況」に記載のとおりで
す。 
  
  
  
  
  

平成14年５月23日開催
の定時株主総会決議に
基づき発行された新株
予約権(新株予約権の
数3,860個)。 
平成15年５月22日開催
の定時株主総会決議に
基づき発行された新株
予約権(新株予約権の
数597個、330個)。 
新株予約権の概要は
「新株予約権等の状
況」に記載のとおりで
す。 



 (重要な後発事象) 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

――――――  当社の主要株主である株式会社ダ

イエーが、平成18年10月６日開催の

同社臨時株主総会にて、新任取締役

が選任され、丸紅株式会社の関係者

が同社の取締役会の過半数を占める

こととなり丸紅株式会社が同社の親

会社に該当することとなったもので

あります。 

 それに伴い、同社と丸紅株式会社

の議決権比率の合計が68.0％（間接

保有を含む）となることから、丸紅

株式会社が当社の親会社に該当する

こととなったものであります。 

―――――― 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    
前中間会計期間末 

(平成17年８月31日) 

当中間会計期間末 

(平成18年８月31日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成18年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金     7,533 7,519   9,613 

２ 売掛金     3,136 3,179   3,127 

３ 有価証券 ※１   9 ―   ― 

４ たな卸資産     11,306 7,762   8,476 

５ 繰延税金資産     174 ―   ― 

６ その他     9,458 7,358   5,712 

流動資産合計     31,619 22.7 25,819 21.0   26,929 21.2

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産           

(1) 建物 ※1,2 22,022   22,739 22,875   

(2) 土地 ※１ 20,712   19,847 20,098   

(3) その他 ※２ 4,330 47,065 33.8 3,126 45,713 37.1 3,484 46,458 36.5

２ 無形固定資産     628 0.5 541 0.4   542 0.4

３ 投資その他の 
資産 

          

(1) 投資有価証券 ※１ 7,522   4,162 6,363   

(2) 差入保証金   37,507   35,602 36,496   

(3) 関係会社 
  長期貸付金 

  9,842   12,044 10,472   

(4) 繰延税金資産   5,334   ― ―   

(5) その他   2,205   2,082 2,345   

貸倒引当金   △2,618 59,793 43.0 △2,742 51,148 41.5 △2,430 53,246 41.9

固定資産合計     107,487 77.3 97,403 79.0   100,247 78.8

Ⅲ 繰延資産           

社債発行費     8 ―   ― 

繰延資産合計     8 0.0 ― ―   ― ―

資産合計     139,115 100.0 123,222 100.0   127,176 100.0

            



  

    
前中間会計期間末 

(平成17年８月31日) 

当中間会計期間末 

(平成18年８月31日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成18年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 買掛金     19,497 20,276   15,126 

２ 短期借入金 ※１   15,266 10,227   13,032 

３ １年内償還 
  予定社債 

    ― 10,000   10,000 

４ コマーシャル 
ペーパー 

    4,000 ―   8,000 

５ 未払法人税等     293 308   567 

６ その他     7,793 8,178   6,542 

流動負債合計     46,850 33.7 48,991 39.8   53,268 41.9

Ⅱ 固定負債           

１ 社債     10,000 ―   ― 

２ 長期借入金 ※１   15,977 16,949   17,571 

３ リース資産 
  減損勘定 

    3,080 2,775   3,074 

４ その他 ※１   10,859 9,785   10,431 

固定負債合計     39,916 28.7 29,510 23.9   31,077 24.4

負債合計     86,766 62.4 78,501 63.7   84,345 66.3

(資本の部)           

Ⅰ 資本金     37,549 27.0 ― ―   37,549 29.5

Ⅱ 資本剰余金           

１ 資本準備金     9,776 ―   9,776 

２ その他資本 
  剰余金 

    8,158 ―   8,162 

資本剰余金合計     17,934 12.9 ― ―   17,938 14.1

Ⅲ 利益剰余金           

  中間(当期) 
  未処理損失 

    988 ―   10,234 

利益剰余金合計     △988 △0.7 ― ―   △10,234 △8.0

Ⅳ その他有価証券 
評価差額金 

    348 0.2 ― ―   2 0.0

Ⅴ 自己株式     △2,494 △1.8 ― ―   △2,423 △1.9

資本合計     52,349 37.6 ― ―   42,831 33.7

負債・資本合計     139,115 100.0 ― ―   127,176 100.0

            



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成17年８月31日) 

当中間会計期間末 

(平成18年８月31日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成18年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)           

Ⅰ 株主資本           

１ 資本金     ― ― 37,549 30.5   ― ―

２ 資本剰余金           

(1) 資本準備金   ―   9,776 ―   

(2) その他資本 
剰余金 

  ―   1 ―   

資本剰余金合計     ― ― 9,778 7.9   ― ―

３ 利益剰余金           

  その他利益 
剰余金 

          

繰越利益 
剰余金 

  ―   △209 ―   

利益剰余金合計     ― ― △209 △0.2   ― ―

４ 自己株式     ― ― △2,399 △1.9   ― ―

株主資本合計     ― ― 44,718 36.3   ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等           

  その他有価証券 
評価差額金 

    ― ― 2 0.0   ― ―

評価・換算 
差額等合計 

    ― ― 2 0.0   ― ―

純資産合計     ― ― 44,721 36.3   ― ―

負債純資産合計     ― ― 123,222 100.0   ― ―

            



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前事業年度 
要約損益計算書 

(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     151,076 100.0 151,727 100.0   301,620 100.0

Ⅱ 売上原価     112,059 74.2 112,863 74.4   226,970 75.2

売上総利益     39,016 25.8 38,864 25.6   74,650 24.8

Ⅲ 営業収入     2,974 2.0 3,071 2.0   6,039 2.0

営業総利益     41,991 27.8 41,935 27.6   80,690 26.8

Ⅳ 販売費及び 
一般管理費 

    40,629 26.9 39,882 26.3   82,243 27.3

営業利益     1,361 0.9 2,052 1.3   ― ―

営業損失     ― ― ― ―   1,553 △0.5

Ⅴ 営業外収益 ※１   372 0.3 344 0.2   946 0.3

Ⅵ 営業外費用 ※２   533 0.4 429 0.2   1,235 0.4

経常利益     1,200 0.8 1,967 1.3   ― ―

経常損失     ― ― ― ―   1,842 △0.6

Ⅶ 特別利益 ※３   ― ― 1,413 0.9   1,747 0.6

Ⅷ 特別損失 ※４   735 0.5 1,371 0.9   2,823 1.0

税引前中間 
純利益 

    465 0.3 2,009 1.3   ― ―

税引前当期 
純損失 

    ― ― ― ―   2,917 △1.0

法人税、住民税 
及び事業税 

  134   145 251   

法人税等調整額   1,318 1,453 1.0 ― 145 0.1 7,065 7,317 2.4

中間純利益     ― ― 1,863 1.2   ― ―

中間(当期) 
純損失 

    988 △0.7 ― ―   10,234 △3.4

中間(当期) 
未処理損失 

    988 ―   10,234 

            



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日) 

  

  

  

  

株主資本 

資本金 
(百万円) 

資本剰余金 

資本準備金
(百万円) 

その他資本剰余金
(百万円) 

資本剰余金合計 
(百万円) 

平成18年２月28日残高 37,549 9,776 8,162 17,938 

中間会計期間中の変動額         

 中間純利益         

 自己株式の取得         

 自己株式の処分     1 1 

 利益剰余金への振替額     △8,162 △8,162 

 資本剰余金からの振替額         

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)    

中間会計期間中の変動額合計 ― ― △8,160 △8,160 

平成18年８月31日残高 37,549 9,776 1 9,778 

  

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
(百万円) 

利益剰余金 

自己株式
(百万円) 

株主資本合計
(百万円) 

その他有価証券
評価差額金 
(百万円) 

その他利益剰余金 

繰越利益剰余金 
(百万円) 

平成18年２月28日残高 △10,234 △2,423 42,829 2 42,831 

中間会計期間中の変動額           

 中間純利益 1,863   1,863   1,863 

 自己株式の取得   △6 △6   △6 

 自己株式の処分   30 32   32 

 利益剰余金への振替額     △8,162   △8,162 

 資本剰余金からの振替額 8,162   8,162   8,162 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)   ― △0 △0 

中間会計期間中の変動額合計 10,025 24 1,889 △0 1,889 

平成18年８月31日残高 △209 △2,399 44,718 2 44,721 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法(定額法) 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格

等に基づく時価法(評価

差額は全部資本直入法

により処理し、売却原

価は移動平均法により

算定) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

満期保有目的の債券 

左に同じ 

子会社株式及び関連会社株式 

左に同じ 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格

等に基づく時価法(評価

差額は全部純資産直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

満期保有目的の債券 

左に同じ 

子会社株式及び関連会社株式 

左に同じ 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額

は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は

移動平均法により算定) 

時価のないもの 

移動平均法による原価

法 

なお、投資事業有限責

任組合及びそれに類す

る組合への出資(証券取

引法第２条第２項によ

り有価証券とみなされ

るもの)については、組

合契約に規定される決

算報告日に応じて入手

可能な最近の決算書を

基礎とし、持分相当額

を純額で取り込む方法

によっております。 

時価のないもの 

左に同じ 

時価のないもの 

左に同じ 

 (2) たな卸資産 

商品 

店舗在庫商品は売価還元

法による原価法 

加工センター等の在庫商

品は、最終仕入原価法に

よる原価法 

 (2) たな卸資産 

商品 

左に同じ 

 (2) たな卸資産 

商品 

左に同じ 

貯蔵品 

最終仕入原価法による原

価法 

貯蔵品 

左に同じ 

貯蔵品 

左に同じ 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

建物(建物附属設備を含む)及

び構築物は定額法、それ以外

の有形固定資産については定

率法を採用しています。 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりです。 

建物     15年～39年 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

左に同じ 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

左に同じ 

 (2) 無形固定資産 

定額法を採用しています。 

なお、ソフトウェア(自社利

用分)については、社内にお

ける利用可能期間(５年)に基

づく定額法によっています。 

 (2) 無形固定資産 

左に同じ 

 (2) 無形固定資産 

左に同じ 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

３ 繰延資産の処理方法 

社債発行費 

商法施行規則の規定に基づき、

３年間に毎期均等額を償却して

います。 

３ 繰延資産の処理方法 

―――――― 

  

３ 繰延資産の処理方法 

社債発行費 

商法施行規則の規定に基づき、

３年間に毎期均等額を償却して

います。 

４ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

売掛金、貸付金、未収入金等

の金銭債権の貸倒れに備える

ため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上していま

す。 

４ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

左に同じ 

４ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

左に同じ 

 (2) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認めら

れる額を計上しています。な

お、会計基準変更時差異

(4,734百万円)については、

15年による按分額を費用処理

しています。 

また、過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(10

年)による定額法により按分

した額を発生した期から費用

処理し、数理計算上の差異

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法によ

り按分した額を発生の翌期か

ら費用処理することとしてい

ます。 

 (2) 退職給付引当金 

左に同じ 

 (2) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に

基づき、当期末において発生

していると認められる額を計

上しています。なお、会計基

準変更時差異(4,734百万円)

については、15年による按分

額を費用処理しています。 

また、過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(10

年)による定額法により按分

した額を発生した期から費用

処理し、数理計算上の差異

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法によ

り按分した額を発生の翌期か

ら費用処理することとしてい

ます。 

５ リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっています。 

５ リース取引の処理方法 

左に同じ 

５ リース取引の処理方法 

左に同じ 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

６ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

金利スワップについては、特

例処理の要件を満たしていま

すので、特例処理を採用して

います。 

６ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

左に同じ 

６ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

左に同じ 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

 (ヘッジ手段) (ヘッジ対象) 

 金利スワップ 借入金の利息 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

左に同じ 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

左に同じ 

 (3) ヘッジの方針 

借入金の利息相当額の範囲内

で市場金利変動リスクを回避

する目的で行っています。 

 (3) ヘッジの方針 

左に同じ 

 (3) ヘッジの方針 

左に同じ 

 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

特例処理を採用していますの

で、ヘッジの有効性の判定

は、省略しています。 

 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

左に同じ 

 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

左に同じ 

７ 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計

処理は税抜方式を採用してい

ます。 

７ 消費税等の会計処理 

左に同じ 

７ 消費税等の会計処理 

左に同じ 



(会計処理の変更) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

―――――― (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

 当中間会計期間から、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」(企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準第５

号)及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号)を適用しております。 

 この変更に伴う損益への影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は44,721百万円で

す。 

 また、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

―――――― 



(表示方法の変更) 

  

  

前中間会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

(中間貸借対照表) 

１ 前中間会計期間まで、流動資産「短期貸付金」と

して表示しておりましたが、当中間会計期間におい

て重要性が乏しくなったため、流動資産「その他」

に含めて表示しております。 

  なお、当中間会計期間末の「その他」に含まれる

「短期貸付金」は７百万円であります。 

  

２ 「証券取引法等の一部を改正する法律」(平成16年

法律第97号)が平成16年６月９日に公布され、平成16

年12月１日より適用となったこと及び「金融商品会

計に関する実務指針」(会計制度委員会報告第14号)

が平成17年２月15日付で改正されたことに伴い、当

中間会計期間から投資事業有限責任組合及びそれに

類する組合への出資(証券取引法第２条第２項により

有価証券とみなされるもの)を投資その他の資産の

「その他」として表示する方法から「投資有価証

券」として表示する方法に変更いたしました。 

  なお、当中間会計期間の「投資有価証券」に含ま

れる当該出資の額は664百万円であります。 

  

３ 前中間会計期間まで、投資その他の資産の「その

他」に含めて表示しておりました「関係会社長期貸

付金」については、当中間会計期間において資産の

総額の100分の５を超えたため区分掲記することとい

たしました。 

  なお、前中間会計期間の「その他」に含まれる

「関係会社長期貸付金」の金額は6,480百万円であり

ます。 

―――――― 



(追加情報) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

１ 「地方税法等の一部を改正する

法律」(平成15年法律第９号)が平

成15年３月31日に公布され、平成

16年４月１日以後に開始する事業

年度より外形標準課税制度が導入

されたことに伴い、当中間会計期

間から「法人事業税における外形

標準課税部分の損益計算書上の表

示についての実務上の取扱い」

(平成16年２月13日 企業会計基準

委員会 実務対応報告第12号)に従

い、法人事業税の付加価値割及び

資本割については、販売費及び一

般管理費に155百万円計上してい

ます。 

２ 平成17年５月26日開催の第53回

定時株主総会終結の時をもって役

員退職慰労金制度(規定を含む)を

廃止し、それに伴い在任中の取締

役及び監査役に対して平成17年５

月26日までの慰労金として、従来

の制度に基づいた金額を当該取締

役及び監査役の退任時に支給する

旨を決議いたしました。その結

果、当該支給予定額259百万円を

「役員退職慰労金」として未払計

上しています。 

―――――― １ 「地方税法等の一部を改正する

法律」(平成15年法律第９号)が平

成15年３月31日に公布され、平成

16年４月１日以後に開始する事業

年度より外形標準課税制度が導入

されたことに伴い、当事業年度か

ら「法人事業税における外形標準

課税部分の損益計算書上の表示に

ついての実務上の取扱い」(平成

16年２月13日 企業会計基準委員

会 実務対応報告第12号)に従い、

法人事業税の付加価値割及び資本

割については、販売費及び一般管

理費に312百万円計上していま

す。 

２ 平成17年５月26日開催の第53回

定時株主総会終結の時をもって役

員退職慰労金制度(規定を含む)を

廃止し、それに伴い在任中の取締

役及び監査役に対して平成17年５

月26日までの慰労金として、従来

の制度に基づいた金額を当該取締

役及び監査役の退任時に支給する

旨を決議いたしました。その結

果、当該支給予定額259百万円を

「役員退職慰労金」として未払計

上しています。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成17年８月31日) 

当中間会計期間末
(平成18年８月31日) 

前事業年度末 
(平成18年２月28日) 

※１ 担保資産 

債務の担保に供している資産 

建物 3,005百万円

土地 10,230 〃 

計 13,235百万円

※１ 担保資産 

債務の担保に供している資産 

建物 2,792百万円

土地 9,747 〃

計 12,539百万円

※１ 担保資産 

債務の担保に供している資産 

建物 2,887百万円

土地 10,032 〃 

計 12,920百万円

上記に対する債務額 

短期借入金 648百万円

長期借入金 4,632 〃 

その他 
(固定負債) 

767 〃 

計 6,047百万円

上記に対する債務額 

短期借入金 572百万円

長期借入金 4,060 〃

その他
(固定負債) 

767 〃

計 5,399百万円

上記に対する債務額 

短期借入金 572百万円

長期借入金 4,346 〃 

その他
(固定負債) 

767 〃 

計 5,685百万円

宅地建物取引業法に基づく供

託 

有価証券 9百万円

宅地建物取引業法に基づく供

託 

投資有価証券 9百万円

宅地建物取引業法に基づく供

託 

投資有価証券 9百万円

※２ 有形固定資産の減価償却累計

額 

  41,059百万円

※２ 有形固定資産の減価償却累計

額 

  40,648百万円

※２ 有形固定資産の減価償却累計

額 

41,126百万円

 ３ 偶発債務 

① 銀行借入金に対する保証債

務 

② 仕入取引に対する保証債務 

③ 当社の店舗の賃貸人である

入三商事㈱により、賃貸借契

約に基づく賃料差額及び遅延

損害金２億14百万円の支払い

を求める訴訟を提起され、現

在係争中であります。 

④   ――――― 

㈱マルエツ開発 
(関係会社) 

 
1,900百万円

㈱ポロロッカ 
(関係会社) 

 
17百万円

 ３ 偶発債務 

① 銀行借入金に対する保証債

務 

――――― 

  

② 仕入取引に対する保証債務 

③ 左に同じ 

  

  

  

  

  

④ 当社の店舗の賃貸人である

㈱イマックスから適正賃料に

かかる確認訴訟を提訴され、

当社も反訴して控訴中であり

ましたが、平成18年５月23日

に東京地方裁判所より判決が

下っております。この判決に

基づく当中間会計期間末まで

の未払賃料は３億４百万円で

あり、借地借家法第32条第２

項に基づく遅延損害金は１億

72百万円でありますが、当社

は平成18年６月２日に控訴

し、東京高等裁判所において

現在係争中であります。 

㈱ポロロッカ
(関係会社) 21百万円

 ３ 偶発債務 

① 銀行借入金に対する保証債

務 

② 仕入取引に対する保証債務 

③ 左に同じ 

  

  

  

  

  

④ 当社の店舗の賃貸人である

㈱イマックスから適正賃料に

かかる確認訴訟を提訴され、

当社も反訴して係争中であり

ましたが、平成18年５月23日

に東京地方裁判所より判決が

下っています。この判決に基

づく期末日までの未払賃料は

２億90百万円であり、借地借

家法第32条第２項に基づく利

息は１億57百万円であります

が、当社は、控訴予定であり

ます。 

㈱マルエツ開発 
(関係会社) 

 
1,850百万円

㈱ポロロッカ 
(関係会社) 

 
20百万円

 ４ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び預り消費税

等は相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示して

います。 

 ４ 消費税等の取扱い 

左に同じ 
 ４    ――――― 

  



(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 164百万円

匿名組合投資
利益 

142 〃 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 171百万円

匿名組合投資
利益 

103 〃

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 349百万円

匿名組合投資
利益 

487 〃 

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 257百万円

コマーシャル 
ペーパー利息 

6 〃 

社債利息 90 〃 

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 194百万円

コマーシャル
ペーパー利息 

41 〃

社債利息 90 〃

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 510百万円

コマーシャル 
ペーパー利息 

16 〃 

社債利息 180 〃 

※３ 特別利益の主要項目 

――― 

※３ 特別利益の主要項目 

  

投資有価証券
売却益 

1,038百万円

解約違約金
収入 

103 〃

閉鎖関連費用
戻入益 

82 〃

固定資産
売却益 

71 〃

※３ 特別利益の主要項目 

投資有価証券 
売却益 

1,102百万円

閉鎖関連費用 
戻入益 

418 〃 

貸倒引当金
戻入益 

202 〃 

   固定資産売却益の内訳は以

下のとおりです。 

  店舗施設の譲渡(１店舗) 

71百万円 

  

※４ 特別損失の主要項目 

  

  

役員退職慰労金 371百万円

減損損失 346 〃 

店舗閉鎖費用 17 〃 

※４ 特別損失の主要項目 

  

  

店舗閉鎖費用 684百万円

貸倒引当金
繰入額 

311 〃

減損損失 198 〃

早期割増退職金 177 〃

※４ 特別損失の主要項目 

  

減損損失 1,561百万円

貸倒引当金
繰入額 

484 〃 

役員退職
慰労金 

371 〃 

店舗閉鎖費用 341 〃 

① 当中間会計期間におきまし

て、当社は以下の資産グルー

プについて減損損失を計上い

たしました。 

(単位 百万円) 

用途 種類 場所 減損損失

店舗 

建物 
その他 
(構築物 器

具備品) 
リース資産 

埼玉県 194

千葉県 75

東京都 64

神奈川県他 11

① 当中間会計期間におきまし

て、当社は以下の資産グルー

プについて減損損失を計上い

たしました。 

(単位 百万円) 

  

用途 種類 場所 減損損失

店舗 

建物 
その他 
(構築物 器

具備品) 
リース資産 

埼玉県 64

神奈川県 43

千葉県 39

東京都 29

賃貸 
資産 

建物 
その他 
(構築物 器

具備品) 

埼玉県 11

千葉県 8

東京都 0

① 当事業年度におきまして、

当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上いたし

ました。 

(単位 百万円) 
用途 種類 場所 減損損失

店舗

建物

土地 
その他 
(構築物 器

具備品) 
リース資産 

千葉県 695

埼玉県 397

東京都 331

神奈川県他 136



  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

 当社は、キャッシュ・フロ

ーを生み出す最小単位として

店舗を基本単位として、また

賃貸資産等については物件単

位毎にグルーピングしており

ます。 

 店舗及び賃貸資産について

は、営業活動から生じる損益

が継続してマイナスである店

舗における資産グループの帳

簿価額を回収可能価額まで減

額し、また遊休資産について

は、市場価格が帳簿価額より

著しく下落している資産グル

ープの帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を

減損損失(346百万円)として

特別損失に計上いたしまし

た。なお当資産グループの回

収可能価額は正味売却価額ま

たは使用価値により測定して

おります。正味売却価額は、

不動産については不動産鑑定

評価基準またはそれに準ずる

方法により、その他の固定資

産については、取引事例等を

勘案した合理的な見積りによ

り算定しております。また、

使用価値は、将来キャッシ

ュ・フローを5.0％で割引い

て算定しております。 

(内訳) 

建物 62百万円

その他 
(構築物  器
具備品) 

63 〃 

リース資産 220 〃 

計 346百万円

 当社は、キャッシュ・フロ

ーを生み出す最小単位として

店舗を基本単位として、また

賃貸資産等については物件単

位毎にグルーピングしており

ます。 

 店舗及び賃貸資産について

は、営業活動から生じる損益

が継続してマイナスである店

舗における資産グループの帳

簿価額を回収可能価額まで減

額し、また遊休資産について

は、市場価格が帳簿価額より

著しく下落している資産グル

ープの帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を

減損損失(198百万円)として

特別損失に計上いたしまし

た。なお当資産グループの回

収可能価額は正味売却価額ま

たは使用価値により測定して

おります。正味売却価額は、

不動産については不動産鑑定

評価基準またはそれに準ずる

方法により、その他の固定資

産については、取引事例等を

勘案した合理的な見積りによ

り算定しております。また、

使用価値は、将来キャッシ

ュ・フローを5.0％で割引い

て算定しております。 

(内訳) 

建物 31百万円

その他
(構築物  器
具備品) 

12 〃

リース資産 153 〃

計 198百万円

 当社は、キャッシュ・フロ

ーを生み出す最小単位として

店舗を基本単位として、また

賃貸資産等については物件単

位毎にグルーピングしており

ます。 

 店舗については、営業活動

から生じる損益が継続してマ

イナスである店舗における資

産グループの帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失(1,561百万

円)として特別損失に計上い

たしました。なお、当資産グ

ループの回収可能価額は正味

売却価額または使用価値によ

り測定しております。正味売

却価額は、不動産については

不動産鑑定評価基準またはそ

れに準ずる方法により、その

他の固定資産については、取

引事例等を勘案した合理的な

見積りにより算定しておりま

す。また、使用価値は、将来

キャッシュ・フローを5.0％

で割引いて算定しておりま

す。 

(内訳) 

建物 479百万円

土地 293 〃 

その他 

(構築物 器

具備品) 

198 〃 

リース資産 589 〃 

計 1,561百万円



  

  

(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間(自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日) 

自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加     12,703株 

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 ストックオプションの行使による減少   63,000株 

 単元未満株式の買増請求による減少      40株 

  

次へ 

前中間会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

②   ――― ② 店舗閉鎖費用は、当期閉鎖

及び閉鎖予定の店舗に係る費

用であり、その内訳は以下の

とおりであります。 

原状回復費用 248百万円

割増退職金 128 〃

閉鎖予定店に係る
固定資産除却損 

83 〃

閉鎖店に係る
固定資産除却損 

82 〃

賃貸借契約解約に
係る違約金等 

74 〃

リース契約解約に
係る違約金 

13 〃

その他店舗閉鎖に
係る費用 

53 〃

計 684百万円

② 店舗閉鎖費用は、当期閉鎖

に係る費用であり、その内訳

は以下の通りであります。 

  

原状回復費用 228百万円

閉鎖店に係る 
固定資産除却損 

52 〃 

その他店舗閉鎖 
に係る費用 

60 〃 

計 341百万円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 886百万円

無形固定資産 116 〃 

計 1,003百万円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 910百万円

無形固定資産 104 〃

計 1,015百万円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 1,830百万円

無形固定資産 209 〃 

計 2,039百万円

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式(株) 4,933,912 12,703 63,040 4,883,575 



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び中

間期末残高相当額 

※その他の主なものは器具備品で

す。 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

減損損失 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間

期末残高

相当額 
(百万円)

建物 956 310 645 ―

その他 13,417 6,377 2,811 4,227

合計 14,373 6,688 3,457 4,227

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び中

間期末残高相当額 

※その他の主なものは器具備品で

す。 

  
取得価額

相当額 
(百万円)

減価償却

累計額 
相当額 
(百万円)

減損損失

累計額 
相当額 
(百万円)

中間

期末残高

相当額 
(百万円)

建物 956 310 645 ―

その他 12,288 5,170 3,082 4,036

合計 13,245 5,481 3,728 4,036

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期

末残高相当額 

※その他の主なものは器具備品で

す。 

取得価額

相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

減損損失 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高

相当額 
(百万円)

建物 956 310 645 ―

その他 13,206 5,611 3,133 4,460

合計 14,163 5,922 3,779 4,460

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額及びリース資産減損勘

定の残高 

  未経過リース料中間期末残高相

当額 

リース資産減損勘定の残高 
3,080百万円 

１年以内 2,366百万円

１年超 5,193 〃 

計 7,560百万円

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額及びリース資産減損勘

定の残高 

  未経過リース料中間期末残高相

当額 

リース資産減損勘定の残高 
2,775百万円 

１年以内 2,302百万円

１年超 4,689 〃

計 6,991百万円

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額及びリース資産減損勘定の

残高 

  未経過リース料期末残高相当額 

  

リース資産減損勘定の残高 
3,074百万円 

１年以内 2,403百万円

１年超 5,336 〃 

計 7,740百万円

 (3) 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額、支払利息相当額及び

減損損失 

支払リース料 1,438百万円

リース資産減損
勘定の取崩額 

390 〃 

減価償却費 
相当額 

977 〃 

支払利息相当額 81 〃 

減損損失 220 〃 

 (3) 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額、支払利息相当額及び

減損損失 

支払リース料 1,393百万円

リース資産減損
勘定の取崩額 

452 〃

減価償却費
相当額 

904 〃

支払利息相当額 73 〃

減損損失 153 〃

 (3) 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額、支払利息相当額及び

減損損失 

支払リース料 2,896百万円

リース資産減損
勘定の取崩額 

765 〃 

減価償却費
相当額 

1,932 〃 

支払利息相当額 160 〃 

減損損失 589 〃 

 (4) 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっています。 

・利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によ

っています。 

 (4) 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

左に同じ 

  

  

・利息相当額の算定方法 

左に同じ 

 (4) 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

左に同じ 

  

  

・利息相当額の算定方法 

左に同じ 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年以内 1,538百万円

１年超 15,341 〃 

計 16,879百万円

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年以内 1,538百万円

１年超 11,745 〃

計 13,283百万円

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年以内 1,538百万円

１年超 14,572 〃 

計 16,110百万円



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成17年８月31日) 

  

  

当中間会計期間末(平成18年８月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

前事業年度末(平成18年２月28日) 

  

  

次へ 

種類 
中間貸借対照表計上額

(百万円) 
時価
(百万円) 

差額 
(百万円) 

関連会社株式 2,273 3,639 1,365

種類 
貸借対照表計上額 
(百万円) 

時価
(百万円) 

差額 
(百万円) 

関連会社株式 2,273 3,481 1,207



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり中間純利益又は中間(当期)純損失及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎 

  

前へ     

前中間会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

１株当たり純資産額 422.80円 １株当たり純資産額 360.62円 １株当たり純資産額 345.53円

１株当たり中間純損失 7.98円 １株当たり中間純利益 15.03円 １株当たり当期純損失 82.66円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式は存在するものの、１株当たり中

間純損失であるため記載していませ

ん。 

潜在株式調整後
１株当たり中間純利益 

14.99円
 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式は存在するものの、１株当たり当

期純損失であるため記載していませ

ん。 

項目 
前中間会計期間

(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日)

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日)

中間損益計算書上の 
中間純利益又は中間(当期) 
純損失(△)(百万円) 

△988 1,863 △10,234

普通株式に係る中間純利益
又は中間(当期)純損失(△) 
(百万円) 

△988 1,863 △10,234

普通株主に帰属しない金額
(百万円) 

─ ― ―

普通株式の期中平均株式数
(千株) 

123,813 123,999 123,822

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益の算定に
用いられた普通株式増加数
の主要な内訳(千株) 

 

 新株予約権 ─ 273 ─

普通株式増加数(千株) ─ 273 ─

希薄化効果を有しないた
め、潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益の算
定に含めなかった潜在株式
の概要 

平成14年５月23日開催
の定時株主総会決議に
基づき発行された新株
予約権(新株予約権の
数4,012個)。 
平成15年５月22日開催
の定時株主総会決議に
基づき発行された新株
予約権(新株予約権の
数615個、330個)。 
新株予約権の概要は
「新株予約権等の状
況」に記載のとおりで
す。 

平成15年５月22日開催
の定時株主総会決議に
基づき発行された新株
予約権(新株予約権の
数327個)。 
新株予約権の概要は
「新株予約権等の状
況」に記載のとおりで
す。 

平成14年５月23日開催
の定時株主総会決議に
基づき発行された新株
予約権(新株予約権の
数3,860個)。 
平成15年５月22日開催
の定時株主総会決議に
基づき発行された新株
予約権(新株予約権の
数597個、330個)。 
新株予約権の概要は
「新株予約権等の状
況」に記載のとおりで
す。 



  
 (重要な後発事象) 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

――――――  当社の主要株主である株式会社ダ

イエーが、平成18年10月６日開催の

同社臨時株主総会にて、新任取締役

が選任され、丸紅株式会社の関係者

が同社の取締役会の過半数を占める

こととなり丸紅株式会社が同社の親

会社に該当することとなったもので

あります。 

 それに伴い、同社と丸紅株式会社

の議決権比率の合計が68.0％（間接

保有を含む）となることから、丸紅

株式会社が当社の親会社に該当する

こととなったものであります。 

―――――― 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。 

  

  

  

(1) 臨時報告書     平成18年４月12日 
関東財務局長に提出。 

  企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号(固定資産の減損損失
及び繰延税金資産の取崩)に基づく臨時報告書です。 

            

(2) 訂正発行登録書       平成18年４月12日 
関東財務局長に提出。 

            

(3) 
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第54期) 

自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日 

  平成18年５月31日 
関東財務局長に提出。 

            

(4) 訂正発行登録書       平成18年５月31日 
関東財務局長に提出。 

            

(5) 臨時報告書     平成18年10月10日 
関東財務局長に提出。 

  企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号(親会社の異動)に基づく臨時報
告書です。 

            

(6) 訂正発行登録書       平成18年10月10日 
関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年11月25日

株式会社マルエツ 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社マルエツの平成17年３月１日から平成18年２月28日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成17年３月１日から平

成17年８月31日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金

計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社マルエツ及び連結子会社の平成17年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間(平成17年３月１日から平成17年８月31日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  
  

あずさ監査法人 

指 定 社 員 
業務執行社員 

 公認会計士  中  島  祐  二  ㊞ 

指 定 社 員 
業務執行社員 

 公認会計士  櫻  井  紀  彰  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しています。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年11月29日

株式会社マルエツ 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社マルエツの平成18年３月１日から平成19年２月28日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成18年３月１日から平

成18年８月31日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資

本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社マルエツ及び連結子会社の平成18年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間(平成18年３月１日から平成18年８月31日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  
  

あずさ監査法人 

指 定 社 員 
業務執行社員 

 公認会計士  池  谷  修  一  ㊞ 

指 定 社 員 
業務執行社員 

 公認会計士  櫻  井  紀  彰  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しています。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年11月25日

株式会社マルエツ 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社マルエツの平成17年３月１日から平成18年２月28日までの第54期事業年度の中間会計期間(平成17年３月１日から平成

17年８月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。こ

の中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社マルエツの平成17年８月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成17年３月１日

から平成17年８月31日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  
  

あずさ監査法人 

指 定 社 員 
業務執行社員 

 公認会計士  中  島  祐  二  ㊞ 

指 定 社 員 
業務執行社員 

 公認会計士  櫻  井  紀  彰  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しています。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年11月29日

株式会社マルエツ 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社マルエツの平成18年３月１日から平成19年２月28日までの第55期事業年度の中間会計期間(平成18年３月１日から平成

18年８月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書に

ついて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社マルエツの平成18年８月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成18年３月１日

から平成18年８月31日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  
  

あずさ監査法人 

指 定 社 員 
業務執行社員 

 公認会計士  池  谷  修  一  ㊞ 

指 定 社 員 
業務執行社員 

 公認会計士  櫻  井  紀  彰  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しています。 


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４経営上の重要な契約等
	５研究開発活動

	第３設備の状況
	１主要な設備の状況
	２設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)発行済株式総数、資本金等の状況
	(4)大株主の状況
	(5)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該中間会計期間における月別最高・最低株価
	３役員の状況

	第５経理の状況
	１中間連結財務諸表等
	(1)中間連結財務諸表
	①中間連結貸借対照表
	②中間連結損益計算書
	③中間連結剰余金計算書
	④中間連結株主資本等変動計算書
	⑤中間連結キャッシュ・フロー計算書
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高

	(2)その他

	２中間財務諸表等
	(1)中間財務諸表
	①中間貸借対照表
	②中間損益計算書
	③中間株主資本等変動計算書

	(2)その他


	第６提出会社の参考情報

	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/75
	pageform2: 2/75
	form1: EDINET提出書類  2006/11/29 提出
	form2: 株式会社　マルエツ(431078)
	form3: 半期報告書
	pageform3: 3/75
	pageform4: 4/75
	pageform5: 5/75
	pageform6: 6/75
	pageform7: 7/75
	pageform8: 8/75
	pageform9: 9/75
	pageform10: 10/75
	pageform11: 11/75
	pageform12: 12/75
	pageform13: 13/75
	pageform14: 14/75
	pageform15: 15/75
	pageform16: 16/75
	pageform17: 17/75
	pageform18: 18/75
	pageform19: 19/75
	pageform20: 20/75
	pageform21: 21/75
	pageform22: 22/75
	pageform23: 23/75
	pageform24: 24/75
	pageform25: 25/75
	pageform26: 26/75
	pageform27: 27/75
	pageform28: 28/75
	pageform29: 29/75
	pageform30: 30/75
	pageform31: 31/75
	pageform32: 32/75
	pageform33: 33/75
	pageform34: 34/75
	pageform35: 35/75
	pageform36: 36/75
	pageform37: 37/75
	pageform38: 38/75
	pageform39: 39/75
	pageform40: 40/75
	pageform41: 41/75
	pageform42: 42/75
	pageform43: 43/75
	pageform44: 44/75
	pageform45: 45/75
	pageform46: 46/75
	pageform47: 47/75
	pageform48: 48/75
	pageform49: 49/75
	pageform50: 50/75
	pageform51: 51/75
	pageform52: 52/75
	pageform53: 53/75
	pageform54: 54/75
	pageform55: 55/75
	pageform56: 56/75
	pageform57: 57/75
	pageform58: 58/75
	pageform59: 59/75
	pageform60: 60/75
	pageform61: 61/75
	pageform62: 62/75
	pageform63: 63/75
	pageform64: 64/75
	pageform65: 65/75
	pageform66: 66/75
	pageform67: 67/75
	pageform68: 68/75
	pageform69: 69/75
	pageform70: 70/75
	pageform71: 71/75
	pageform72: 72/75
	pageform73: 73/75
	pageform74: 74/75
	pageform75: 75/75


